
 

 

 

 

 

 

 

無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた 

出来形管理要領（土工編） 

（案） 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２９年３月 
 

 

国 土 交 通 省 



 

 

はじめに 

 

情報化施工は、情報通信技術の適用により高効率・高精度な施工を実現するものであり、工事施

工中においては、施工管理データの連続的な取得を可能とするものである。そのため、施工管理に

おいては従来よりも多くの点で品質管理が可能となり、これまで以上の品質確保が期待される。 

施工者においては、実施する施工管理にあっては、施工管理データの取得によりトレーサビリテ

ィが確保されるとともに、高精度の施工やデータ管理の簡略化・書類の作成に係る負荷の軽減等が

可能となる。また、発注者においては、従来の監督職員による現場確認が施工管理データの数値チ

ェック等で代替可能となるほか、検査職員による出来形・品質管理の規格値等の確認についても数

値の自動チェックが今後可能となるなどの効果が期待される。 

 

また、近年はレーザーで距離の測定を行えるトータルステーション以外にも、面的な広範囲の計

測が容易なレーザースキャナー（以下、「ＬＳ」という。）技術や無人航空機を用いた写真測量につ

いても利用が進んでいる。そこで、情報化施工の項目のひとつとして、無人航空機搭載型レーザー

スキャナー（以下「ＵＡＶレーザー」という）を利用した地形測量および出来形計測・出来高算出

方法を整理した。この方法は、従来の巻尺、レベルあるいはＴＳを用いる方法に比べて、以下の優

位性をもつ。 

(1) 計測の準備作業が軽減でき、また計測時間も短いために測量作業が大幅に効率化する。 

(2) 測量結果を３次元ＣＡＤで処理することにより、鳥瞰図や縦断図・横断図など、ユーザの必

要なデータが抽出できる。 

一方、ＵＡＶレーザーを用いた計測では、従来の巻尺、レベルやＴＳによる計測に比べて以下の

留意点がある。 

(1) 計測箇所をピンポイントに計測できない 

(2) 取得データの計測密度にばらつきがある。 

(3) 強風や雨などの天候により計測できない。 

(4) 航空法等の規制により利用できない地域がある。 

 

本管理要領を用いた施工管理の実施にあたっては、本管理要領の主旨、記載内容をよく理解する

とともに、実際の施工管理においては、機器の適切な調達および管理等を行うとともに、適切な施

工管理の下で施工を行うものとする。 

今後、現場のニーズや本技術の活用目的に対し、更なる機能の開発等技術的発展が実現されるこ

とが期待され、その場合、本管理要領も適宜内容を改善していくこととしている。 

なお、本管理要領は発注者が行う監督・検査に関する要領と併せて作成しており、監督・検査に

ついては、「無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）」

を参照していただきたい。 
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第１編 共通編 

第１章 総則 

第１節 総則 

１－１－１ 目 的 

本管理要領は、無人航空機搭載型レーザースキャナー（以下、「ＵＡＶレーザー」という）を用

いた出来形計測および出来形管理が、効率的かつ正確に実施されるために、以下の事項について

明確化することを主な目的として策定したものである。 

1) ＵＡＶレーザーを用いた出来形計測の基本的な取扱い方法や計測方法 

2) 計測点群データの処理方法 

3) 各工種における出来形管理の方法と具体的手順、出来形管理基準及び規格値 

【解説】 

本管理要領は、ＵＡＶレーザーを用いた出来形計測および出来形管理・出来高算出の方法を規

定するものである。 

ＵＡＶレーザーによる出来形計測は、被計測対象の地形を短時間かつ高密度に取得した出来形

計測点群（３次元座標値）から、３次元ＣＡＤや同様のソフトウェアを用いて、出来形を面的に

把握、出来形数量などを容易に算出することが可能となり、従来の施工管理手間の大幅な削減と、

詳細な地形や出来形の形状取得が可能で、従来の巻尺・レベルによる幅・長さの計測や、高さの

計測は不要である。 

以上のようにＵＡＶレーザーおよび３次元データが扱えるソフトウェア等の利用効果は大き

いが、ＵＡＶレーザーは計測対象点を指定した計測が出来ないことや強風や降雨など天候によっ

ては飛行計測できないこと、計測間隔が均一でないといった特徴、ソフトウェアを用いた大量の

計測点群データの処理が必要なことから、従来の巻尺・レベルによる出来形管理の方法とは異な

る出来形計測手順や管理基準を明確に示す必要がある。 

 

図 １-１ ＵＡＶレーザーによる計測の手順 

 

 

施工計画書

準備工

3次元設計データ作成

（施 工）

出来形計測

出来形帳票作成等

受注者のUAVレーザーに
よる出来形管理作業フロー

受注者の実施項目

①施工計画書の作成

①工事測量

②工事基準点設置

③設計照査

②機器の手配

・UAVレーザー本体

・点群処理ソフトウェア

・出来高算出ソフトウェア

③工事基準点の設置

・現況地形の ３次元化

工事測量による補正

④「３次元設計データ作成ソフトウェア」による ３次元設計データの作成

３次元設計データの作成範囲（監督職員との協議）

⑤UAVレーザーによる出来形計測・出来形管理
機器のキャリブレーショ ン、調整用基準点の設置，点群処理，出来形確認

⑥精度確認試験

⑦UAVレーザーによる出来形計測

⑧点群処理ソフトウェアによるデータ処理

⑨出来形および出来高の確認

⑩電子成果品の納品

・３次元設計データ作成ソフトウェア

・出来形帳票作成ソフトウェア
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１－１－２ 適用の範囲 

本管理要領は、受注者が行うＵＡＶレーザーを用いた出来形計測および出来形管理に適用

する。 

【解説】 

1）測定方法 

本管理要領では、ＵＡＶレーザー以外のＴＳやＲＴＫ－ＧＮＳＳ、ＴＬＳ、空中写真測量（Ｕ

ＡＶ）等による出来形の測定方法については対象外とする。 

2）対象となる作業の範囲 

本管理要領で示す作業の範囲は、図１-２の実線部分（施工計画、準備工の一部、出来形計測

および完成検査準備、完成検査）である。しかし、ＵＡＶレーザーを用いた出来形の把握、出来

高の確認は施工全体の工程管理や全体マネジメントに有効であり、図１-２の破線部分（工事測

量・丁張り設置、施工）においても、作業の効率化が期待できる。作業の効率化は情報化施工の

目的に合致するものであり、本管理要領はＵＡＶレーザーを日々の出来形把握、出来高把握等の

自主管理等に活用することを何ら妨げない。 

 

 

図 １-２ 本管理要領の対象となる業務の範囲 
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１－１－３ 本管理要領に記載のない事項 

本管理要領に定められていない事項については、以下の基準によるものとする。 

1）「土木工事共通仕様書」（国土交通省各地方整備局） 

2）「土木工事施工管理基準及び規格値」（国土交通省各地方整備局） 

3）「写真管理基準(案)」（国土交通省各地方整備局） 

4）「土木工事数量算出要領(案)」（国土交通省各地方整備局） 

5）「工事完成図書の電子納品等要領」（国土交通省） 

6）「国土交通省 公共測量作業規程」（国土交通省） 

7）「無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領(土工編)」

（国土交通省） 

8）「無人航空機の飛行に関する許可・承認の審査要領」（国土交通省） 

9）「公共測量におけるＵＡＶの使用に関する安全基準(案)」(国土地理院 平成 28 年 3 月） 

注1）上記基準類の名称は各地方整備局で若干異なります。 

注2）「国土交通省 公共測量作業規程」（国土交通省）は、「作業規程の準則」を準用する。 

【解説】 

本管理要領は、「土木工事共通仕様書」、「土木工事施工管理基準及び規格値」、「写真管理基準

（案）」及び「土木工事数量算出要領（案）」で定められている基準に基づき、ＵＡＶレーザーを

用いた出来形管理の実施方法、管理基準等を規定するものとして位置づける。本管理要領に記載

のない事項については関連する基準類に従うものとする。 
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１－１－４ 用語の解説 

本管理要領で使用する用語を以下に解説する。 

【ＵＡＶ（無人航空機）】 

ＵＡＶ（無人航空機）は、人が搭乗することなく飛行できる航空機であり、自律制御あるい

は、地上からの遠隔操作によって飛行することができる。無人航空機にデジタルカメラを搭載 

することで、空中写真測量に必要となる写真を空中から撮影することができる。 

【ＵＡＶレーザー】 

ＵＡＶレーザー測量システムはＵＡＶに搭載されたＧＮＳＳ、ＩＭＵ、レーザースキャナー、

地上に設置される固定局またはＶＲＳ受信器によって構成される。その原理は、ＧＮＳＳとＩ

ＭＵによりＵＡＶの位置と姿勢を、レーザースキャナーにより左右にスキャンしながら地上ま

でのレーザー光の反射方向と地上までの距離を計算し、これらの装置の関係付け（キャリブレ

ーション）と計測データの解析によりレーザー光反射位置の標高を解析するものである。 

【ＬＳ】 

レーザースキャナーの略。１台の機械で指定した範囲にレーザーを連続的に照射し、その反

射波より対象物との相対位置（角度と距離）を面的に取得できる装置のことである。ＴＳのよ

うにターゲットを照準して計測を行わないため、特定の変化点や位置を選択して計測すること

ができない場合が多い。 

【ＴＳ】 

トータルステーション（Total Station）の略。１台の機械で角度（鉛直角・水平角）と距離

を同時に測定することができる電子式測距測角儀のことである。計測した角度と距離から未知

点の座標計算を瞬時に行うことができ、計測データの記録および外部機器への出力ができる。

標定点調整用基準点の座標取得、および実地検査に利用される。 

【ＵＡＶレーザーを用いた出来形管理】 

ＵＡＶレーザーを用いて被計測対象の３次元形状の取得を行うことで、出来形や数量を面的

に算出、把握する管理方法である。 

【３次元設計データ】 

３次元設計データとは、道路中心線形又は法線（平面線形、縦断線形）、出来形横断面形状、

工事基準点情報および利用する座標系情報など設計図書に規定されている工事目的物の形状

とともに、それらをＴＩＮなどの面データで出力したものである。 

【ＴＩＮデータ】 

ＴＩＮ（不等三角網）とは 、Triangular Irregular Network の略。ＴＩＮは、地形や出来

形形状などの表面形状を３次元座標の変化点標高データで補間する最も一般的なデジタルデ

ータ構造である。ＴＩＮは、多くの点を３次元上の直線で繋いで三角形を構築するものである。

ＴＩＮは、構造物を形成する表面形状の３次元座標の変化点で構成される。 

【３次元設計データ】 

３次元設計データとは、道路中心線形または法線（平面線形、縦断線形）  、出来形横断面

形状、工事基準点情報及び利用する座標系情報など設計図書に規定されている工事目的物の形状

とともに、それらをＴＩＮなどの面データで出力したものである。 
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【３次元設計データの構成要素】 

３次元設計データの構成要素は、主に、平面線形、縦断線形、横断面形状であり、これらの

構成要素は、設計成果の線形計算書、平面図、縦断図及び横断図から仕上がり形状を抜粋する

ことで、必要な情報を取得することができる。３次元設計データは、これらの構成要素を用い

て面的な補間計算を行い、ＴＩＮで表現されたデータである。図に３次元設計データと作成す

るために必要な構成要素を示す。 

 

図 １-３ ３次元設計データのイメージ（道路土工の場合） 

【道路中心線形】 

道路の基準となる線形のこと。平面線形と縦断線形で定義され、３次元設計データの構成要

素の一つとなる。 

【法線】 

堤防、河道及び構造物等の平面的な位置を示す線のこと。平面線形と縦断線形で定義され、

基本設計データの一要素となる。 

【平面線形】 

平面線形は、道路中心線形又は法線を構成する要素の 1 つで、道路中心線形又は法線の平面

的な形状を表している。道路中心線形の場合、線形計算書に記載された幾何形状を表す数値デ

ータでモデル化している。平面線形の幾何要素は、道路中心線形の場合、直線、円曲線、緩和

曲線（クロソイド）で構成され、それぞれ端部の平面座標、要素長、回転方向、曲線半径、ク

ロソイドのパラメータで定義される。 

【縦断線形】 

縦断線形は、道路中心線形又は法線を構成する要素の 1 つで、道路中心線形又は法線の縦断

的な形状を表している。縦断形状を表す数値データは縦断図に示されており、縦断線形の幾何

要素は、道路中心線形の場合、縦断勾配変位点の起点からの距離と標高、勾配、縦断曲線長又

は縦断曲線の半径で定義される。 

【出来形横断面形状】 

平面線形に直交する断面での、土工仕上がり、法面等の形状である。現行では、横断図とし

て示されている。 

【計測点群データ（ポイントファイル）】 

ＵＡＶレーザーで計測した地形や地物を示す３次元座標値の計測点群データ。CSV や Landxml

などで出力される点群処理ソフトウェアなどでのデータ処理前のポイントのデータである。 

【出来形評価用データ（ポイントファイル）】 

道路中心線形

出来形横断面形状

ＢＰ座標

ＥＰ座標

ＩＰ座標

直線

緩和曲線
（クロソイド）

緩和曲線
（クロソイド）

直線

曲線半径Ｒ

縦断線形

縦断変化点座標

縦断曲線長ＶＣＬ

出来形横断面形状

平面線形

円曲線

計画高

計画高からの
高低差

道路中心線形

傾斜(%)

勾配(1:x)

幅員

幅
員
中
心

道
路
中
心
線
形

か
ら
の
離
れ

比高値

道路中心線形

出来形横断面形状

TINで構成される面的な
データ

中心線形や横断形状から構
成要素間を補完計算
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ＵＡＶレーザーで計測した計測点群データから不要な点を削除し、さらに出来形管理基準を

満たす点密度に調整したポイントデータである。専ら出来形の評価と出来形管理資料に供す

る。 

【出来形計測データ（ＴＩＮファイル）】 

ＵＡＶレーザーで計測した計測点群データから不要な点を削除し、不等三角網の面の集合体

として出来形地形としての面を構築したデータのことをいう。数量算出に利用する。 

【起工測量計測データ（ＴＩＮファイル）】 

ＵＡＶレーザーで計測した計測点群データから不要な点を削除し、不等三角網の面の集合体

として着工前の地形としての面を構築したデータのことをいう。数量算出に利用する。 

【出来形管理資料】 

３次元設計データと出来形評価用データを用いて、設計面と出来形評価用データの各ポイン

トの離れ等の出来形管理基準上の管理項目の計算結果（標高較差の平均値など）と出来形の良

否の評価結果、および設計面と出来形評価用データの各ポイントの離れを表した分布図を整理

した帳票、もしくは３次元モデルをいう。 

【点群処理ソフトウェア】 

ＵＡＶレーザーを用いて計測した３次元座標点群から樹木や草木、建設機械や仮設備等の不

要な点を除外するソフトウェアである。また、整理した３次元座標の点群を、さらに出来形管

理基準を満たす点密度に調整したポイントデータ、および当該点群にＴＩＮを配置し、３次元

の出来形計測結果を出力するソフトウェアである。 

【３次元設計データ作成ソフトウェア】 

３次元設計データ作成ソフトウェアは、出来形管理や数量算出の基準となる設計形状を示す

３次元設計データを作成、出力するソフトウェアである。 

【出来形帳票作成ソフトウェア】 

３次元設計データと出来形評価用データを入力することで、設計面と出来形評価用データの

各ポイントの離れの算出と良否の判定が行える情報を提供するとともに、計測結果を出来形管

理資料として出力することができる。 

【出来高算出ソフトウェア】 

起工測量結果と、３次元設計データ作成ソフトウェアで作成した３次元設計データ、あるい

は点群処理ソフトウェアで算出した出来形結果を用いて出来高を算出するソフトウェアであ

る。 

【オリジナルデータ】 

使用するソフトウェアから出力できるデータのことで、使用するソフトウェア独自のファイ

ル形式あるいは、オープンなデータ交換形式となる。例えば、LandXML は、2000 年 1 月に米国

にて公開された土木・測量業界におけるオープンなデータ交換形式である。 

【ＧＮＳＳ（Global Navigation Satellite System／汎地球測位航法衛星システム）】 

人工衛星からの信号を用いて位置を決定する衛星測位システムの総称。米国が運営する GPS 

以外にも、ロシアで開発運用している GLONASS、ヨーロッパ連合で運用している Galileo、日本

の準天頂衛星（みちびき）も運用されている。 
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【キネマティック法】 

キネマティック法とは、図のようにＧＮＳＳ受信機を固定点に据付け（固定局）、他の 1 台を

用いて他の観測点を移動（移動局）しながら、固定点と観測点の相対位置（基線ベクトル）を

求める方法である。 

 

【ＲＴＫ－ＧＮＳＳ】 

ＲＴＫとは、リアルタイムキネマティックの略で、衛星測位から発信される搬送波を用いた

計測手法である。既知点と移動局にＧＮＳＳのアンテナを設置し、既知点から移動局への基腺

ベクトル解析により、リアルタイムに移動局の座標を計算することができる。 

 

【ネットワーク型ＲＴＫ－ＧＮＳＳ】 

ＲＴＫ－ＧＮＳＳで利用する基地局を仮想点として擬似的に作成することで、基地局の設置

を削減した計測方法のこと。全国に設置された電子基準点のデータを元に、移動局の近隣に仮

想的に基地局を作成し、基地局で受信するデータを模擬的に作成する。これを移動局に配信す

ることでＲＴＫ－ＧＮＳＳを実施可能となる。このため、既知点の設置とアンテナは不要だが、

仮想基準点の模擬的な受信データ作成とデータ配信、通信料に関する契約が別途 

 

【ＶＲＳ】 

ＲＴＫ－ＧＮＳＳの基準局として公共の電子基準点を活用する方式で、移動局位置を求める

対象範囲を包括する３点以上の電子基準点のデータから、測位現場付近にあると想定する基準

局を仮想的に解析して、この仮想基準局の測位結果と基線ベクトルデータを解析して、移動局

に無線通信する方式である。 

仮想基準点

電子基準点

電子基準点

電子基準点

移動局（測位位置）

国土地理院

データ配信業者

基準点観測データ

観測位置情報

仮想基準点観測データ
補正データ
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【２周波ＧＮＳＳ】 

ＧＮＳＳの衛星から送信されてくる電波（搬送波）には、周波数の異なる２種類の電波（L1、

L2）がある。L1、L2 ともに受信し測位に用いることのできるＧＮＳＳを 2 周波 GNSS と呼ぶ。 

【ＩＭＵ】 

ＩＭＵ（慣性計測装置）とは、Inertial Measurement Unit の略。三軸の傾きと加速度を計

測することにより、計測器の相対的な位置情報と姿勢を計測するものである。 

【工事基準点】 

監督職員より指示された基準点を基に、受注者が施工及び施工管理のために現場及びその周

辺に設置する基準点をいう。 

【調整用基準点】 

ＵＡＶレーザーで計測した相対形状を３次元座標に変換する際に用いる座標点である。基準

点あるいは工事基準点と対応付けするために、基準点あるいは工事基準点からＴＳ等によって

測量する。標高調整用と水平調整用の２種類がある。標高調整用基準点は、z 座標が既知であ

り、点群データの標高の調整に用いられる。また、水平調整用基準点は、x,y 座標が既知であ

り、点群データの平面位置の調整に用いられる。 

【レーザー入射角】 

ＵＡＶレーザーから発射されたレーザーと被計測対象の入射角を示す。レーザーの入射角が

小さくなると計測精度が低下するなどの影響を及ぼす。また、計測距離が遠くなることによっ

ても計測精度の低下を招く恐れがある。 

 

図 １-４ ＵＡＶレーザーの位置と計測面との入射角 

 

【レーザー拡散角】 

ＵＡＶレーザーに搭載されているＬＳから照射されるレーザービームは通常ＬＳ本体から

離れる程ビームが拡散し、ビーム径が大きくなる。このレーザービームが大きくなる角度をＬ

Ｓ拡散角という。 

【有効計測角】 

ＵＡＶレーザーによる計測では計測対象面に対するレーザーの入射角が小さくなるほど計

測精度が低下する傾向がある。よって、水平に近い地表面を計測する場合、ＵＡＶから鉛直下

方に照射されるレーザーの計測精度が最も良く、逆に鉛直下方に対して角度がついたレーザー

ほど精度が低下する。そのため、鉛直下方に対してある程度角度がついたレーザーによる計測

値を除外し計測精度を保つ手法をとる。このとき計測値を除外しないレーザーの照射角度の範

囲を有効計測角という。 

レーザー

入射角
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【有効計測幅】 

計測対象面を水平な地表面とした場合の、有効計測角内のレーザーによって計測される横断

方向の幅のこと。 

 

図 １-５ 有効計測幅 

 

【レバーアーム】 

ＵＡＶレーザーに搭載されているＬＳ、ＧＮＳＳ、ＩＭＵの相対的配置のこと。 

【ボアサイトキャリブレーション】 

ＩＭＵの三軸（x 軸,y 軸,z 軸）とＬＳの三軸との角度差を求める作業であり、ＬＳにＩＭＵ

を取りつけた場合、その都度実施する必要がある。 

  

飛
行

対
地

高
度

有効計測角

有効計測幅
サイドラップ 30%

コース間隔

コース１ コース２
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１－１－５ 施工計画書 

受注者は、施工計画書および添付資料に次の事項を記載しなければならない。 

1)適用工種 

適用工種に該当する工種を記載する。適用工種は、「２－１－１ 適用の範囲」「２－２－

１ 適用の範囲」を参照されたい。 

2) 適用区域及び適用種別 

本管理要領による、３次元計測範囲、出来形管理を行う範囲を記載する。 

3) 出来形計測箇所、出来形管理基準及び規格値、出来形管理写真基準 

契約上必要な出来形計測を実施する出来形管理箇所を記載する。また、該当する出来形管

理基準及び規格値・出来形管理写真基準を記載する。 

4) 使用機器・ソフトウェア 

ＵＡＶレーザーの計測性能、機器構成及び利用するソフトウェアを記載する。 

5) 飛行計画 

ＵＡＶレーザーによる計測時の飛行経路、飛行高度、レーン間の計測範囲重複度等を記

載する。 

【解説】 

1）適用工種 

本管理要領による適用工種に該当している工種を記載する。 

2) 適用区域及び適用種別 

本管理要領により、３次元計測を行う範囲を明記する。また、平面図上に当該工事の土工範囲

を示し、本管理要領による出来形管理範囲と「土木工事施工管理基準及び規格値」による出来形

管理範囲を塗り分ける。 

３次元計測範囲は土工部分を周囲に５ｍ程度広げた範囲を基本とし、施工エリア全体として

も良い。 

3）出来形計測箇所、出来形管理基準及び規格値・出来形管理写真基準 

「設計図書」及び「出来形管理基準及び規格値」の測定基準に基づいた出来形計測箇所を記載

する。自主管理するための任意の計測箇所については、記載不要である。 

また、ＵＡＶレーザーを用いた出来形管理を行う範囲については、本管理要領に基づく出来形

管理基準及び規格値、出来形管理写真基準を記載する。 

4）使用機器・ソフトウェア 

ＵＡＶレーザーを用いた出来形管理を効率的かつ正確に実施するためには、必要な性能を有

し適正に管理されたＬＳ及び必要かつ確実な機能を有するソフトウェアを利用することが必要

である。受注者は、施工計画書に使用する機器構成を記載すると共に、その機能・性能などを確

認できる資料を添付する。 

① 機器構成 

受注者は、本管理要領を適用する出来形管理で利用する機器及びソフトウェアについて、施

工計画書に記載する。 
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② ＵＡＶレーザー本体 

受注者は、出来形管理用に利用するＵＡＶレーザーに使用されているＧＮＳＳ測量機が２周波

ＧＮＳＳであること。 

 

ａ．ＵＡＶレーザーの計測性能は使用しているＩＭＵ、ＬＳ等により大きく異なる。また、計

測精度に関する仕様の記載方法も標準化されていない。さらに、計測時の飛行対地高度等の

計測条件により、計測精度が異なる。このため、本管理要領では、第４章「ＵＡＶレーザー

の精度確認試験実施手順書」に示す精度確認試験を実施し、所要の精度を満足する機器を確

認試験と同じ対地飛行高度等の計測条件にて、使用できることとする。 

b．精度管理について、器械本体の動作やシステムに不具合が無いことを確認するために、Ｕ

ＡＶレーザーを製造するメーカーが推奨する定期点検を実施し、その有効期限内であること

を示す記録を添付する。 

 

③ＵＡＶ（無人航空機） 

受注者は、撮影計測計画を満足する揚重能力および飛行時間を確保できる機体を使用するこ

と。また、航空機の高航行の安全確保のために、「無人航空機の飛行に関する許可の承認の審査

要領」許可要件に準じた飛行マニュアルを施工計画書の添付資料として提出すること。ＵＡＶ

の保守点検を実施し、その有効期限内であることを示す記録を添付する。ＵＡＶの保守点検は、

１年に１回以上。製造元等による点検を行うこととする。 

 

④ソフトウェア 

受注者は、本管理要領に対応する機能を有するソフトウェアであることを示すメーカーのカ

タログあるいはソフトウェア仕様書を、施工計画書の添付資料として提出する。 

 

5）飛行計画 

受注者は、本管理要領により利用するＵＡＶレーザーについては以下の項目に留意し、飛行

計画を作成することとする。 

・所定の予測精度が確保できる飛行経路及び飛行高度等の算出結果 

（１－４－３ ＵＡＶレーザーによる出来形計測 参照） 

・調整用基準点の概観及び設置位置、調整用基準点位置の測定方法を示した設置計画 

・計測区域を完全にカバーするよう飛行コースを設定する。 
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１－１－６ 監督職員による監督の実施項目 

本管理要領を適用した、ＵＡＶレーザーによる出来形管理における監督職員の実施項目は、「無

人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領(土工編)」の「５ 監督

職員の実施項目」による。 

【解説】 

監督職員は、本管理要領に記載されている内容を確認及び把握をするために立会し、又は資料

等の提示を請求できるものとし、受注者はこれに協力しなければならない。 

受注者は、監督職員による本管理要領に記載されている内容を確認、把握、及び立会する上で

必要な準備、人員及び資機材等の提供並びに写真その他資料の整備をするものとする。 

監督職員の実施項目は下記に示すとおりである。 

1）施工計画書の受理・記載事項の確認 

2）基準点の指示 

3）設計図書の３次元化の指示 

4）工事基準点等の設置状況の把握 

5）３次元設計データチェックシートの確認  

6) 精度確認試験結果報告書の把握 

7) 出来形管理状況の把握 
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１－１－７ 検査職員による検査の実施項目 

本管理要領を適用した、ＵＡＶレーザーによる出来形管理における検査職員の実施項目は、「無

人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領(土工編)」の「６ 検査

職員の実施項目」による。 

【解説】 

本管理要領の実施に係る工事実施状況の検査では、施工計画書等の書類により監督職員との所

定の手続きを経て、出来形管理を実施したかを検査する。 

出来形の検査に関して、出来形管理資料の記載事項の検査を行う。 

また、出来形数量の算出においても、本管理要領で算出された数量を用いて良いものとする。 

受注者は、当該技術検査について、監督職員による監督の実施項目の規定を準用する。 

検査職員の実施項目は下記に示すとおりである。 

1）出来形計測に係わる書面検査 

・ＵＡＶレーザーを用いた出来形管理に係わる施工計画書の記載内容 

・設計図書の３次元化に係わる確認 

・ＵＡＶレーザーを用いた出来形管理に係わる工事基準点等の測量結果等 

・３次元設計データチェックシートの確認 

・ＵＡＶレーザーを用いた出来形管理に係わる精度確認試験結果報告書の確認 

・ＵＡＶレーザーを用いた出来形管理に係わる「出来形管理図表」の確認 

・品質管理及び出来形管理写真の確認 

・電子成果品の確認 

2）出来形計測に係わる実地検査 

 ・検査職員が任意に指定する箇所の出来形検査 
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第２節 ＵＡＶレーサーによる測定方法 

１－２－１ 機器構成 

本管理要領で用いるＵＡＶレーザーによる出来形管理のシステムは、以下の機器で構成され

る。 

1）ＵＡＶレーザー 

2）点群処理ソフトウェア 

3）３次元設計データ作成ソフトウェア 

4）出来形帳票作成ソフトウェア 

5）出来高算出ソフトウェア 

【解説】 

図 １-６にＵＡＶレーザーを用いた出来形管理で利用する機器の標準的な構成を示す。 

1）ＵＡＶレーザー 

ＵＡＶレーザーは、ＵＡＶ本体やＵＡＶを操作するためのコントローラー、ＵＡＶに搭載する

ＬＳ、ＩＭＵ、ＧＮＳＳ等、飛行計測するための装置である。 

2）点群処理ソフトウェア 

ＵＡＶレーザーで取得した複数回の３次元点群の結合や、３次元座標の点群から樹木や草木、

建設機械や仮設備等の不要な点を除外するソフトウェアである。また、整理した３次元座標の点

群にＴＩＮ（不等三角網）を配置し、３次元の出来形計測結果を出力するソフトウェアである。

なお、ソフトウェアを動作するためのパソコンは、性能によっては、データ処理に膨大な時間を

要する場合もあるため、ソフトウェアの推奨動作環境（CPU,GPU,メモリなど）に留意すること。 

3）３次元設計データ作成ソフトウェア 

３次元設計データ作成ソフトウェアは、出来形管理や数量算出の基準となる設計形状を示す

３次元設計データを作成・出力するソフトウェアである。 

4）出来形帳票作成ソフトウェア 

3)で作成した３次元設計データと、2）で算出した出来形評価用データの各ポイントの離れを

算出することで、出来形の良否判定が可能な出来形分布図などを作成するソフトウェアである。 

5）出来高算出ソフトウェア 

別途計測した起工測量結果と、3)で作成した３次元設計データ、あるいは、2）で算出した出

来形結果を用いて出来高を算出するソフトウェアである。  

 



 

15 

 

図 １-６ ＵＡＶレーザーによる出来形管理機器の構成例 

計測点群データ

点群処理ソフトウェア
・点群データのフィルタリング

・出来形計測データ出力

UAVレーザー

・飛行計画

・調整用基準点

電子成果物

出来形評価用データ
（ポイントファイル）

出来形管理資料
（設計と出来形の差）

出来形帳票作成ソフトウェア

３次元設計データ作成ソフトウェア

３次元設計 データ

出来高算出ソフトウェア

出来形計測データ等
（ＴＩＮファイル）・設計要素の入力

・3次元設計データの出力
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１－２－２ 出来形管理用ＴＬＳ本体の計測性能及び精度管理 

ＵＡＶレーザーによる出来形計測で利用するＵＡＶレーザー本体は下記の測定精度と同等以

上の性能を有し、適正な精度管理が行われている機器であること。受注者は、本管理要領に基づ

いて出来形管理を行う場合は、利用するＵＡＶレーザーの性能について、監督職員に提出するこ

と。以下に、出来形管理で利用するＵＡＶレーザーに要求される性能基準を示す。 

ＧＮＳＳ：２周波ＧＮＳＳを使用していること 

（カタログ記載に加え、第２編 第４章 ＵＡＶレーザーの精度確認試験実施手順書および試験結

果報告書による現場確認を行うこと。） 

【解説】 

1）計測性能 

ＵＡＶレーザーの計測性能は多様であることと、使用しているＩＭＵやＬＳが高精度である

ほど高価格となる傾向もあり、各現場の状況に併せて適用可能な機器を選定することが重要と

なる。また、ＬＳの計測性能について、製造メーカーなどが発行するカタログなどで概ね確認す

ることができるが、現状では定められた機器仕様の記述様式、機器検定手法がないことから、利

用前に以下の確認を行うこととする。 

a. 既知点を用いた精度確認：受注者は、実際に計測に用いる機器で実際に計測する際に設定す

る対地飛行高度、ＵＡＶレーザーの有効レーザー射出角度にて、既知点を設置し既知点の座

標とＵＡＶレーザーによる計測結果との差が所要の精度以内であるかを確認する（詳細は第

２編 第４章 ＵＡＶレーザーの精度確認試験実施手順書および試験結果報告書 精度確認

試験実施手順に記載）。受注者は、ＵＡＶレーザーを用いた出来形管理の実施前に上記の精度

確認試験を実施し、その結果について、別添様式－２を用いて提出する。 

b. 事前確認の実施：a.の現場での計測性能の確認以外に、上記と同様の手法で事前確認を実施

しても良い。この場合は、出来形計測の実施前の６ヶ月以内に実施した確認結果を別添様式

－２にて提出すること。 

 

2）測定精度 

ＵＡＶレーザーを構成するＬＳ、ＧＮＳＳ、ＩＭＵの管理が適正に行われていることを確認す

る書類を提出する。現状では、公的な精度管理の仕組みが存在しないことから製造メーカーによ

る機器の作動点検等の記録を提出する。点検の頻度は、メーカーの推奨期間内であること。 
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１－２－３ 点群処理ソフトウェア 

本管理要領で利用する点群処理ソフトウェアは、計測点群データから樹木や草木、仮設構造物

などの出来形とは関係のない不要点を除外する機能や、３次元の出来形評価用データ及び出来形

計測データを出力する機能を有していなければならない。 

【解説】 

ＵＡＶレーザーの特徴は、短時間に大量の３次元座標点群を測定することが可能な点である。

しかし、取得される大量の点群には出来形管理には関係のない部分の地形や構造物、樹木や草木、

建設機械や作業員、仮設構造物などの不要な点やノイズなどが含まれており、必要な計測データ

だけを抽出することが必要となる。不要点の排除にあたっては、不要な点のみを抽出し、本来の

出来形データまで削除しないように配慮する必要がある。以下に本管理要領に基づくデータ処理

の概念とデータ処理に必要な主な機能を示す。 

1）計測データの不要点削除 

①対象範囲外のデータ削除 

ＵＡＶレーザーの計測は取得範囲をランダムに計測するために、被計測対象物以外の構造物

のデータを含んでいる。そこで、計測結果から不要な計測データを削除する作業を行う。 

削除の方法は、点群処理ソフトウェアを用い、計測点群データの３次元的な鳥瞰図を見なが

ら、対象範囲外のデータかどうかを目視確認し、選択、削除する方法が一般的である。 

 

図 １-７ 対象範囲外のデータ削除 

③ 点群密度の変更（データの間引き） 

ＵＡＶレーザーの特徴としては、近距離の計測結果は密となり遠距離では粗となる場合があ

る。すべての計測点群データを利用しても良いが、全てのデータを用いることでコンピュータ

の処理を著しく低下させてしまう場合は、類似の座標データから代表点を抽出して点群密度を

減らす作業を行っても良い。 

出来形計測データについては、0.01m2 あたり 1 点以上、数量算出に用いる岩線計測データ及

び起工測量計測データについては、0.25m2 あたり 1 点以上、出来形評価用データとしては 1m2

あたり１点以上の点密度が確保できる程度まで点群密度を減らして良い。密度の変更方法は、

用途によって様々な手法が開発されているが、座標値を変更するような処理をとってはならな

い。例えば、平面範囲（例えば出来形評価の計測密度である１㎡以内で鉛直方向の最下点や中

央値を抽出することはよいが、平均処理を行ってはならない（出来形評価用データで以下のグ

リッドデータ化による場合は除く）。 

  

計測対象範囲外を画面上で選択して削除
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④ グリッドデータ化 

出来形評価用データとしては、点群密度の変更による方法の他に、内挿により格子状に加工

することにより、１m2 あたり 1 点程度のデータとすることが出来る。この場合以下のいずれか

の方式によることが出来る 

・再近隣法 

  グリッド点から最も近い点の標高値を採用 

・平均法 

  内挿するグリッドからある検索範囲内にある計測点群データの標高の平均値を標高値

として採用。このとき検索範囲はグリッド格子間隔の２倍程度を限度とする。 

・ＴＩＮ法 

  計測点群データから発生させたＴＩＮを用いて、平面座標として内挿するグリッドが

含まれる三角形上の標高値を採用 

・逆距離加重法 

     計測点群データ各点から一定距離内の各点群に対し、グリッドまでの距離に応じた重み

を付けて内挿する方法。一定距離については、はグリッド格子間隔の２倍程度を限度と

する。 

 

図 １-８ 点群データの密度を均一にする方法（例） 

 

2）計測点群データの合成 

現場での計測結果が複数ある場合にひとつの計測点群データとして取りまとめる。複数スキ

ャンのまとめ方については、大きく２つの方法がある。 

① 各スキャンで個別の３次元座標に変換した結果をひとつの点群に合成 

各スキャンで調整用基準点や基準点等を利用して３次元座標へ変換しておき、単純に計測点

座標群を合成する。 

 

図 １-９ 現場座標系に変換された結果を合成する方法 

 

  

最下点を代表点とする場合

現場で用いる座標系
X

Z

Ｙ

X

Z

Ｙ

Z

Ｙ
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② 複数スキャン内の特徴点を用いて合成を行ったのちに３次元座標に変換 

複数のスキャンで共通に取得されている特徴点や調整用基準点を基準に点群を合成する手

法である。各スキャンから同じ特徴点を抽出してマッチングさせる。この手法では、特徴点の

抽出時のずれや計測誤差により、合成時のゆがみなどが生じる場合などもあることから実施時

には注意が必要である（合成時の誤差や偏差について、各ソフトウェアで解析する機能などが

あるので参照する）。 

 

図 １-１０ 複数のスキャンに含まれる調整用基準点を基準に合成する方法 

 

3）面データ（出来形計測データ、起工測量計測データ、岩線計測データ）の作成 

計測点群データの不要点削除が終了した点群を対象にＴＩＮ（不等三角網）を配置し、地形や

岩区分境界あるいは出来形の面データを作成する。自動でＴＩＮを配置した場合に、現場の出来

形形状と異なる場合は、ＴＩＮの結合方法を手動で変更しても良い。 

 

図 １-１１ 計測点群データをＴＩＮデータに変換する方法 

 

  

計測時の座標系

XX

Z

Ｙ

X

Z

Ｙ

Z

Ｙ

計測時の座標系

計測点群データ
（ポイントデータ）

面データ（TIN）
・出来形計測データ
・起工測量計測データ
・岩線計測データ
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１－２－４ ３次元設計データ作成ソフトウェア 

３次元設計データ作成ソフトウェアは、出来形管理や数量算出の基準となる設計形状を示す

３次元設計データを作成・出力することができ、以下の機能を有することとする。 

1) ３次元設計データ等の要素読込（入力）機能 

2) ３次元設計データ等の確認機能 

3) 設計面データの作成機能 

4) ３次元設計データの作成機能 

5) 座標系の変換機能 

6) ３次元設計データの出力機能 

【解説】 

面的な出来形管理および数量算出を実現するためには、基準となる３次元設計データを作成で

き、作成した設計データと設計図面との照合確認が可能な３次元設計データ作成ソフトウェアが

必要となる。ここでいう３次元設計データは、中心線形データ、横断形状データ、及び構造物を

形成する表面形状の３次元座標の変化点で構成される「ＴＩＮデータ」で表現される。 

  

1）３次元設計データ等の要素読込（入力）機能 

①座標系の選択機能 

３次元設計データの座標系を選択する機能。 

②平面線形の読込（入力）機能 

設計図面に示される法線の平面線形を読込（入力）できる機能。なお、線形の幾何要素は、

直線区間（開始点、終了点）と曲線区間（開始点、ＩＰ点、終了点）等で定義される。 

③縦断線形の読込（入力）機能 

設計図面に示される法線の縦断線形を読込（入力）できる機能。なお、線形の幾何要素は、

縦断勾配変化点の累加距離、標高、縦断曲線長（または縦断曲線半径）で定義される。 

④横断形状の読込（入力）機能 

設計図面に示される横断形状を読込（入力）できる機能。なお、横断形状の幾何要素は、中

心線形（平面線形）を基準に、センターからの離れ距離（起点からの終点に向け右側を＋、左

側を‐）と勾配（あるいは比高）などで定義される。 

⑤現況地形データの読込（入力）機能 

起工測量で得られた計測点群データあるいは面データを読込（入力）できる機能。 

2）３次元設計データ等の確認機能 

上記１）で読み込んだ（入力した）中心線形データ（平面線形データ、縦断線形データ）、横

断形状データと出力する３次元設計データを重畳し、同一性を確認するために入力値比較や３

次元表示が確認できる機能。 

3）設計面データの作成機能 

上記１）で読み込んだ（入力した）３次元設計データの幾何要素から設計の面データを作成す

る機能。本管理要領でいう面データは、ＴＩＮ（不等辺三角網）データとする。 
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4）３次元設計データの作成機能 

上記３）で読み込んだ設計面データと起工測量データに基づく、３次元設計データを作成する

機能。 

5）座標系の変換機能 

３次元設計データを、上記１）で選択した座標系に変換する機能。 

6）３次元設計データの出力機能 

上記４）～５）で作成・変換した３次元設計データを LandXML 形式や使用するソフトウェ

ア等のオリジナルデータで出力する機能。 
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１－２－５ 出来形帳票作成ソフトウェア 

本管理要領で利用する出来形帳票作成ソフトウェアは、取得した出来形評価用データと３次元

設計データの面データとの離れを算出し、出来形管理基準上の管理項目の計算結果（標高較差の

平均値等）と出来形の良否の評価結果、及び設計形状の比較による出来形の良否判定が可能な出

来形分布図を出力する機能を有していなければならない。 

【解説】 

３次元のポイントデータによる出来形評価用データと３次元設計データを重ねて表示するこ

とで出来形の良否判定を行う。特に、ＵＡＶレーザーによる計測では、法肩や法尻などの変化点

を特定した計測ができないことから、従来の幅員や法長、端部の基準高さという管理項目での良

否判定法では比較できない。このことから、３次元設計面と出来形評価用データの各ポイントと

の離れ（標高較差あるいは水平較差）により出来形の良否判定を行う。出来形管理基準上の管理

項目の計算結果（標高較差の平均値等）と出来形の良否の評価結果、及び設計面と出来形評価用

データの各ポイントの離れを評価範囲の平面図上にプロットした分布図を整理した帳票（出来形

管理図表）、もしくは属性情報として出来形管理基準上の管理項目の計算結果を表示できる３次

元モデルのビューアファイルを出来形管理資料として出力する。 

 

1）出来形管理基準上の管理項目の計算結果の出力 

①３次元設計データから管理を行うべき範囲（平場、天端、法面（小段含む）の部位別）を抽

出する。 

②部位別に３次元設計データと出来形評価用データの各ポイントとの離れ（標高較差あるいは

水平較差）を計算し、平均値、最大値、最小値、データ数、評価面積及び棄却点数を出力す

る。標高較差は、各ポイントの標高値と、平面座標と同じ設計面上の設計標高値との差分と

して算出し、水平較差は、当該ポイントを含み、かつ「法面や構造物の位置をコントロール

する線形」に直交する平面上で設計面の横断を見たとき、当該ポイントと同一標高値の横断

上の点との距離として算出する。 

ここで「法面や構造物の位置をコントロールする線形」とは、道路中心、幅員中心、堤防

法線、並びに法肩や法尻及び道路端部を結ぶ線形のことをいう。 

③「１－５－１出来形管理資料の作成」にある出来形管理図表の様式を満足する項目を表形式

で印刷、または３次元モデルの属性情報として表示する。 

 

図 １-１２ 水平較差の算出ロジックのイメージ 図 １-１３ 位置をコントロールする線形 

  

計測点を含み
中心線形に直
行する断面

水平較差

法肩等を構成するTINの一辺も「法面や構造物

の位置をコントロールする線形」と見なすことが
出来る
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2）出来形分布図 

① ３次元設計データから管理を行うべき範囲（平場、天端、法面（小段含む）の部位別）を抽

出する。 

② 部位別に３次元設計データと出来形評価用データの離れの計算結果を出来形評価用データ

のポイント毎に分布図として表示する。 

③ 分布図が具備すべき情報としては「１－５－１出来形管理資料の作成」にある出来形管理図

表の様式を参考として、以下のとおりとする。 

・評価範囲全体が含まれる平面図（舗装の各層毎に別葉とする。） 

・離れの計算結果の規格値に対する割合示すヒートマップとして－100％～＋100％の範囲

で出来形評価用データのポイント毎に結果示す色をプロットするとともに、色の判例を明示

する。 

 ・±50％の前後、±80％の前後が区別できるように別の色で明示する。 

 ・規格値の範囲外については、－100％～＋100％の範囲とは別の色で明示する。 

・発注者の求めに応じて規格値の 50％以内に収まっている計測点の個数、規格値の 80％以

内に収まっている計測点の個数について図中の任意の箇所に明示できることが望ましい。 

・規格値が正負いずれかしか設定されていない工種についても、正負を逆転した側に規格値が存

在するものとして表示することが望ましい。 

 

図 １-１４ 面的な出来形管理分布図のイメージ 
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１－２－６ 工事基準点の設置 

本管理要領に基づく出来形管理で利用する工事基準点は、監督職員に指示を受けた基準点を使用

して設置する。 

出来形管理で利用する工事基準点の設置にあたっては、国土交通省公共測量作業規程に基づいて

実施し、測量成果、設置状況と配置箇所を監督職員に提出して使用する。 

【解説】 

ＵＡＶレーザーによる出来形管理では、現場に設置された工事基準点を用いて３次元座標値へ

の変換を行う。このため、出来形の計測精度を確保するためには、現場内に４級基準点又は、３

級水準点と同等以上として設置した工事基準点の精度管理が重要である。工事基準点の精度は、

「国土交通省公共測量作業規程」の路線測量を参考にし、これに準じた。 

工事基準点の設置に際し、受注者は、監督職員から指示を受けた基準点を使用することとする。

なお、監督職員から受注者に指示した４級基準点及び３級水準点（山間部では４級水準点を用い

ても良い）、もしくはこれと同等以上のものは、国土地理院が管理していなくても基準点として扱

う。 

工事基準点の設置時の留意点としては、ＵＡＶレーザーの調整用基準点を効率的に計測できる

位置にＴＳが設置可能なように工事基準点を複数設置しておくことが有効である。また、本管理

要領に基づく出来形管理では出来形計測精度の確保を目的に、調整用基準点を計測する場合は基

準点からＴＳまでの距離、調整用基準点からＴＳまでの計測距離（斜距離）についての制限を、

３級ＴＳを利用する場合は 100ｍ以内（２級ＴＳは 150ｍ）とする（ＴＳを用いた出来形管理要領

より引用）。 
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第３節 ＵＡＶレーザーによる工事測量 

１－３－１ 起工測量 

1)起工測量の実施 

受注者は、設計照査のために地盤の地形測量を実施する。計測密度は 0.25ｍ2（50cm×50cm メ

ッシュ）あたり１点以上とする。なお、起工測量時のその他の実施事項については、「１－４－

３ ＵＡＶレーザーによる出来形計測」を準用するものとし、「6）精度確認 b.三次元計測デー

タの点検」については±100mm 以内であればよい。 

2)起工測量計測データの作成 

受注者は、ＵＡＶレーザーで計測した現況地形の計測点群データから不要な点を削除し、Ｔ

ＩＮで表現される起工測量計測データを作成する。データ処理方法は、「１－２－３ 点群処理

ソフトウェア」の手順を参照されたい。 

【解説】 

本管理要領では、着工前の現場形状を把握するための起工測量を面的な地形計測が可能なＬＳ

を用いて実施する。面的なデータを使用した設計照査を実施する際は、当該工事の設計形状を示

す３次元設計データについて、監督職員との協議を行い、設計図書として位置付ける。 

1）起工測量の実施 

起工測量時の測定精度は、１０cm 以内とし、計測密度は０.２５m2（５０cm×５０cm メッシ

ュ）あたり 1 点以上とする。また、調整用基準点は４級基準点および３級水準点（山間部では４

級水準点相当）と同等の測量方法により計測する。その他の実施事項および作業上の留意点につ

いては、「１－４－３ＵＡＶレーザーによる出来形計測」を参照されたい。 

 

2）起工測量計測データの作成 

受注者は、計測した点群座標の不要点削除が終了した計測点群データを対象にＴＩＮを配置

し、起工測量計測データを作成する。自動でＴＩＮを配置した場合に、現場の地形と異なる場合

は、ＴＩＮの結合方法を手動で変更してもよい。また、管理断面間隔より狭い範囲においては、

点群座標が存在しない場合は、数量算出において平均断面法と同等の計算結果が得られるよう

にＴＩＮで補間してもよいものとする。 
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図 １-１５ 設計照査のための数量算出イメージ 
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１－３－２ 岩線計測 

ＵＡＶレーザーでは岩線を判別できるオルソ画像や色つき点群が計測できないため、岩線計測

は適用対象外とする。 
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１－３－３ 部分払い用出来高計測 

1)部分払い出来高計測の実施 

受注者は、出来高部分払い方式を選択した場合で、簡便な数量算出方法としてＵＡＶレーザー

による地形測量を利用できる。この場合、出来高計測の実施事項は「１－４－３ＵＡＶレーザー

による出来形計測」を準用することを基本とするが、簡便な数量算出方法として、計測に基づく

算出値を１００％計上しない場合、「6）精度確認 b.三次元計測データの点検」の精度は±200mm

以内でであればよい。計測密度は 0.25ｍ2（50cm×50cm メッシュ）あたり 1 点以上とする。この

ときの部分払い出来高算出結果については、算出値の９割を上限に計上してもよいこととする。 

【解説】 

出来高部分払いについては、精度を落として算出数量を控除してでも、簡便な方法を望む意見

があり、精度確認方法のみ規定することとした。算出値の 9 割の根拠は H27 実験値による。 

 

1）部分払い出来高計測の実施 

部分払い出来高計測の実施時の測定精度は、ｘ，ｙ，ｚそれぞれ 20cm 以内とし、計測密度は

0.25m2（50cm×50cm メッシュ）あたり 1 点以上とする。なお、その他の作業方法と作業上の留

意点については、「１－４－３ ＵＡＶレーザーによる出来形計測」を参照されたい。 
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第４節 ＵＡＶレーザーによる出来形管理 

１－４－１ ３次元設計データの作成 

受注者は、発注者から貸与された設計図書（平面図、縦断図、横断図等）や線形計算書等を基

に３次元設計データを作成する。 

【解説】 

受注者は、出来形管理で利用する工事基準点、平面線形、縦断線形、出来形横断面形状の設定を

行い、出来形評価用データとの比較が可能な３次元設計データの作成を行う。以下に、３次元設計

データ作成時の留意事項を示す。 

1）準備資料 

３次元設計データの作成に必要な準備資料は、設計図書の平面図、縦断図、横断図等と線形計

算書等である。準備資料の記載内容に 3 次元設計データの作成において不足等がある場合は、監

督職員に報告し資料提供を依頼する。また、隣接する他工事との調整も必要に応じて行うこと。 

2）３次元設計データの作成範囲 

３次元設計データの作成範囲は、工事起点から工事終点及びその外縁に線形要素の起終点が

ある場合はその範囲までとし、横断方向は構築物と地形との接点までの範囲とする。設計照査段

階で取得した現況地形が発注図に含まれる現況地形と異なる場合、及び余盛りや法面保護堤（盛

土法肩部に法面の雨水侵食防止のために構築する小堤）等を実施する場合については、監督職員

との協議を行い、その結果を 3 次元設計データの作成に反映させる。 

3）３次元設計データの要素データ作成 

３次元設計データの作成は、設計図書（平面図、縦断図、横断図）と線形計算書に示される情

報から幾何形状の要素（要素の始点や終点の座標・半径・クロソイドパラメータ・縦断曲線長、

横断形状等）を読み取って、作成する。 

出来形横断面形状の作成は、ＵＡＶレーザー計測を実施する範囲で全ての管理断面及び断面

変化点（拡幅などの開始・終了断面や切土から盛土への変更する断面）について作成する。３次

元設計データの作成にあたっては、設計図書を基に作成したデータが出来形の良否判定の基準

となる事から、当該工事の設計形状を示すデータについて、監督職員の承諾なしに変更・修正を

加えてはならない。 

4）３次元設計データ（ＴＩＮ）の作成 

入力した要素データを基に面的な３次元設計データ（ＴＩＮ）を作成する。ＴＩＮは３角の平

面の集合体であるため、曲線部では管理断面の間を細かい断面に分割して３次元設計データ化

する必要がある。このため、線形の曲線

区間においては必要に応じて横断形状

を作成した後にＴＩＮを設定する（例え

ば、間隔５ｍ毎の横断形状を作成した後

にＴＩＮを設定する）。 

5）地形情報 

ＵＡＶレーザー等による起工測量結

果を３次元設計データ作成ソフトウェ

アに読み込み、作成した３次元設計データと重 図 １-１６ ３次元データの重畳イメージ 
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畳し比較した上で、盛土及び切土と地形の擦付け部分が発注図に含まれる現況地形と異なる場

合については、監督職員との協議を行い、その結果を３次元設計データの作成に反映させる。 

6）数量算出 

作成した３次元設計データは、契約図書として位置付けられるものであるため、数量を再計算

しておく必要がある。3 次元設計データに基づく数量計算結果が当初数量と変更があった場合は、

設計変更の対象となる。工事数量の算出方法は「１－５－２数量算出」を参照のこと 

7）設計変更について 

設計変更で設計形状に変更があった場合は、その都度、３次元設計データを編集し変更を行う。

このとき、最新の３次元設計データの変更理由、変更内容、変更後の基本設計データファイル名

は確実に管理しておくこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 １-１７ ３次元データの流れ 
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１－４－２ ３次元設計データの確認 

受注者は、３次元設計データの作成後に、３次元設計データの以下の 1)～5)の情報について、

設計図書（平面図、縦断図、横断図等）や線形計算書等と照合するとともに、監督職員に 3 次元

設計データチェックシートを提出する。また、設計図書を基に作成した３次元設計データが出来

形の良否判定の基準となることから、監督職員との協議を行い、作成した３次元設計データを設

計図書として位置付ける。 

1) 工事基準点 2) 平面線形 3) 縦断線形 4) 出来形横断面形状   

5) ３次元設計データ 

【解説】 

３次元設計データの間違いは出来形管理に致命的な影響を与えるので、受注者は３次元設計デ

ータが設計図書と照合しているかの確認を必ず行うこと。 

３次元設計データの照合とは、３次元設計データが設計図書を基に正しく作成されているもの

であることを確認することである。３次元設計データと設計図書の照合結果については、本管理

要領のチェックシートおよび照査結果資料（道路工事においては線形計算書、河川工事において

は法線の中心点座標リスト、その他共通の資料として平面図、縦断図、横断図のチェック入り）

（第２編 第２章 及び第３章参照）に記載する。 

また、受注者は、前述の資料の他、３次元設計データと設計図書との照合のための資料を整備・

保管するとともに、監督職員から３次元設計データのチェックシートを確認するための資料請求

があった場合は、確認できる資料を提示するものとする。 

さらに、設計変更等で設計図書に変更が生じた場合は、３次元設計データを変更し、確認資料

を作成する。 

確認項目を以下に示す。照合は、設計図書と３次元設計データ作成ソフトウェアの入力画面の

数値又は出力図面と対比して行う。 

1）工事基準点 

工事基準点は、名称、座標を事前に監督職員に提出している工事基準点の測量結果と対比し、

確認する。 

2）平面線形 

平面線形は、線形の起終点、各測点及び変化点（線形主要点）の平面座標と曲線要素について、

平面図及び線形計算書と対比し、確認する。 

3）縦断線形 

縦断線形は、線形の起終点、各測点及び変化点の標高と曲線要素について、縦断図と対比し、 確

認する。 

4）出来形横断面形状 

出来形横断面形状は、出来形形状の幅（小段幅も含む）、基準高、法長を対比し、確認する。

設計図書に含まれる全ての横断図について対比を行うこと。確認方法は、ソフトウェア画面上で

対比し、設計図書の寸法記載箇所にチェックを記入する方法や、３次元設計データから横断図を

作成し、設計図書と重ね合わせて確認する方法等を用いて実施する。 
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5）３次元設計データ 

ＵＡＶレーザーを用いた出来形管理の該当区間の３次元設計データの入力要素（工事基準点、

中心線形データや横断形状データ）と３次元設計データ（ＴＩＮ）を重畳し、同一性が確認可能

な３次元表示した図を提出する。 
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１－４－３ ＵＡＶレーザーによる出来形計測 

受注者は、ＵＡＶレーザーを用いて、出来形計測を行う。 

1）飛行計画 

ＵＡＶレーザーは、ＩＭＵ、ＬＳの性能に応じて精度が左右されるため、事前確認により要

求精度を確保できる範囲で、飛行計画を立案する。 

2）調整用基準点の設置・計測 

 調整用基準点を用いてＵＡＶレーザーによる計測結果の水平、標高の調整するために調

整用基準点を設置する。調整用基準点は、平坦で明瞭な地点を選定し工事基準点からＴＳを用

いて計測を行う。また、調整用基準点はＵＡＶレーザーによる出来形計測中は動かないように

固定すること。 

3) 地上固定局の設置 

ＵＡＶレーザーは、ＬＳの位置をキネマティック法で求めるために必要な地上固定局を設

置するものとする。地上固定局は、電子基準点、仮想点、施工現場へ設置した基準局を使用す

るものとする。また、地上固定局のデータ取得間隔は 1 秒 1 エポックとする。 

4) ＵＡＶレーザーシステムの確認 

ＵＡＶレーザーを構成するＧＮＳＳ、ＩＭＵ、ＬＳのキャリブレーション等を行う 

5）ＵＡＶレーザー計測の実施 

ＵＡＶレーザー計測の実施にあたっては、航空法に基づく「無人航空機の飛行に関する許可・承

認の審査要領」の許可要件に準じた飛行マニュアルを作成し、マニュアルに沿って安全に留意し

て行うこととする。出来形計測は、計測対象範囲内で 100cm2（10cm×10cm メッシュ）あたり 1

点以上の計測点が得られる設定で計測を行う。また、１回の計測距離は、１－２－２で実施し

た精度確認の距離範囲内とする。 

6)精度確認 

 ＵＡＶレーザーで計測した点群データについて、コース間較差や調整用基準点における較

差等を確認する。 

【解説】 

ＵＡＶレーザーによる計測は、ＧＮＳＳ、ＩＭＵ、ＬＳの組み合わせによる 3 次元データ計測と

なるため、複合的な要因により計測精度が決まる。ＧＮＳＳの性能は、衛星の捕捉状況、機体のノ

イズ成分の影響により精度が低下する恐れがある。ＩＭＵの性能はレーザー発射時の姿勢角に影響

し、レーザー計測データ端部の精度低下の原因となる。ロール、ピッチ成分は主に標高精度に影響

し、ヘディング成分は、水平精度に影響する。また、ＬＳは、ビームの拡散角の大きさが測距精度

に影響する。このような精度低下の要因に留意した上で計測計画の立案することが重要となる。 

1）飛行計画 

ＵＡＶレーザーで使用するＧＮＳＳ、ＩＭＵ、ＬＳの性能に応じて計測諸元を作成し飛行計画

を立案する。 
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計測諸元 

・飛行対地高度 （ｍ） 

・飛行速度 （ｍ／秒） 

・ＬＳ拡散角 （mrad） 

・IMU の精度（ロール角） （度） 

・IMU の精度（ピッチ角） （度） 

・IMU の精度（ヘディング角） （度） 

・スキャン回転数 （回転／秒）ポリゴンミラーの回転数 

・レーザー発光回数 （回数） 

・有効計測角 （度） 

・有効計測幅 （ｍ） 

・コース間隔 （ｍ） 

・計測点密度（進行方向、横断方向） （ｃｍ） 

 

図 １-１８ 計測諸元 

 

飛行対地高度は、飛行空域の状況、ＩＭＵとＬＳの性能により決定する。 

計測データの相対的な精度の確保と計測データが欠測しないよう、計測コース間のラップは

３０％を目標とし、必ず隣接するコースに重なりがあるように、飛行計画を立案する。 

飛
行

対
地

高
度

有効計測角

有効計測幅
サイドラップ 30%

コース間隔

コース１ コース２
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図 １-１９ ロール角度およびレーザー拡散角が予測精度に与える影響 

 

飛行対地高度の決定は、ＩＭＵ、ＬＳの性能を考慮し有効計測角、有効計測幅を決定し、要求

精度＞予測精度となるよう十分留意すること。 

飛行速度は、計測点密度に影響するため、ＬＳの性能により決定する。 

ＬＳの性能が、レーザー発光回数 10 万点／秒、スキャン回転数 50 回転／秒、飛行速度４ｍ／

秒、飛行対地高度３０ｍの場合、計測点密度は、進行方向で 8cm（４ｍ÷50 回転）、横断方向で

12.5cm（下図参照）となる。 

 

 

図 １-２０ 計測点密度（横断方向）の計算方法の一例 

  

飛
行

対
地

高
度

レーザー計測データ端部にお
けるロール精度による高さへ
の影響

ロール角精度の影響

飛
行

対
地

高
度

レーザー計測データ端部にお
けるレーザービーム拡散角に
よる高さへの影響

レーザービーム拡散角

レーザ発光回数 10万回/sec
ミラー回転数 50回転/sec

１回転あたりのレーザ発光回数＝10万回 ÷ 50回転 ＝ 2000回/回転

360°÷2000点 ＝ 0.18° ・・・・0.18°に１回レーザが発光している

有効計測角60°
の場合

60°

30m

30-0.18°

30ｍ×（tan30°ー tan（30-0.18°））=0.125ｍ＝12.5cm
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飛行中は、機体の揺れによる計測点密度の粗密が生じる恐れがあるため、要求される計測点密

度を十分満足するよう留意して飛行速度を決定すること。 

 

 

図 １-２１ 計測点密度 

 

2）調整用基準点の設置・計測 

調整用基準点は、面積（ｋｍ２）を０．２５で割った値に１を足した値とし、最低４点設置す

るものとし、計測対象箇所の四隅に配置することを標準とする。また、調整用基準点の計測はＴ

Ｓを用いて実施し、ＴＳから基準点および調整用基準点までの距離が 100m 以下（３級ＴＳの場

合）あるいは 150m 以下（２級ＴＳの場合）とする。 

ただし、工事基準点、BM、KBM へ直接設置できる場合は、この限りではない。 

標高調整用基準点は、平坦で明瞭な地点を選定し計測点密度と同一半径の円又はおおむね２

倍の辺長の正方形で作成した標識を水平に設置する。 

水平調整用基準点は、水平位置が特定できる、地上から突出した円筒物、三角コーン、垂直十

字板、球体などを設置する。標識の大きさはＬＳの性能に留意して決定すること。 

  

横断方向

レーザー計測データ端部は計測
点間隔が最大となることに注意

レーザー測距計

進行方向

飛行速度、スキャン回転数、レーザー
発光回数により計測点間隔
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図 １-２２ 調整用基準点の設置 

 

  

＜水平調整用基準点＞
工事用基準点に直接設置
TSにより設置

＜標高調整用基準点＞
BMに直接設置
TSにより設置

標高調整用基準点をBMに直接設置
した場合は、水平位置座標をTSにより
観測すること

標高調整用基準点

水平に設置地表から突出した標識

水平調整用基準点
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3）地上固定局の設置 

ＵＡＶレーザーにおいて、ＬＳの位置は、ＧＮＳＳ測位（衛星測位）「キネマティック法」に

よる測位演算で求める。キネマティック法は、現場でリアルタイムに測位演算する「ＲＴＫ法」

と後処理で測位演算する「後処理キネマティック法」に分類される。 

キネマティック法は、高精度に位置を算出するために地上固定局を設置し、飛行中のＵＡＶに

搭載されたＧＮＳＳと同時観測する必要がある。地上固定局は、施工現場の近傍に設置されてい

る電子基準点や仮想点、施工現場内に設置された基準局を使用することができる。 

「ＲＴＫ法」は、地上固定局の観測データを無線装置によりＵＡＶへリアルタイムに転送する

必要がある。「後処理キネマティック法」は、配信事業者からダウンロードした観測ファイルま

たは、施工現場内に設置した基準局の観測データファイルとＵＡＶレーザーの観測データを用

いて解析を行う。 

 

4）ＵＡＶレーザーシステムの確認 

ａ．事前確認 

ＧＮＳＳ、ＩＭＵ、ＬＳの取り付け位置のオフセット量（レバーアーム）を計測し記録する。

ボアサイトキャリブレーションにより、ＩＭＵ、ＬＳの取り付け角を計測し記録する。この確認

は、ＧＮＳＳ、ＩＭＵ、ＬＳ相互の位置関係が変わる可能性のある組み立て作業等を行った場合

に実施する。 

 

ｂ．計測前の準備 

ＧＮＳＳは、後処理解析で十分な精度（キネマティック解析によるＦＩＸ状態）が確保できる

よう初期化を行う。 

ＩＭＵは、ロール角、ピッチ角、ヘディング角の精度が収束するようメーカー推奨の初期化を

行う。 

 

5）ＵＡＶレーザー計測の実施 

出来形計測のための飛行は飛行計画に基づき実施する。また、ＩＭＵの精度が低下しないよう

一定方向、等速度で飛行し、旋回は十分な半径で飛行する。 

 

6）精度確認 

a．コース間標高値の点検 

コース間の重複部分に点検箇所を選定し、コースごとの標高値の比較点検を行うものとする。 

① 点検箇所の数は、（コース長 メートル/200＋１）の小数点以下切り上げとする。 

② 点検箇所の配置は、重複部分のコースの端点に取り、重複部分の上下に均等に配置する。 

③ 植生のある場所、線状地域等の地形条件で平坦な場所が無い場合は配置及び点数

を変更することができる。 

④ 点検箇所の標高値は、平坦で明瞭な地点を選定し、計測点密度と同一半径の円又

はおおむね２倍辺長の正方形内の計測データを平均したものとする。 

⑤ 重複コースごとの各コースの点検箇所の標高値の較差を求め、較差の平均値等を
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求めるものとする。 

⑥ 重複コースごとの標高値の較差の平均値の絶対値が３センチメートル以上の場合

は、点検箇所の再選定又は点検結果からキャリブレーション値の再計測と計測データの再補

正を行うものとする。 

 

 

図 １-２３ コース間標高値の点検 

 

b．三次元計測データの点検 

三次元計測データの点検は、調整用基準点との比較により行うものとする。 

① 調整用基準点と比較する三次元計測データは、所定の格子間隔と同一半径の円又は２倍辺長

の正方形内の計測データを平均したものとする。 

② 各調整用基準点において調整用基準点と三次元計測データとの較差を求め、その平均値とＲ

ＭＳ誤差等を求めるものとする。 

③ すべての調整用基準点において三次元計測データの平均値との較差を、水平位置、標高につ

飛
行

対
地

高
度

有効計測角

サイドラップ 30%

コース間隔

コース１

コース間の重複部分

横断図

平面図

コース２

コース長さ200ｍに1点の割合で
コース間標高値の点検箇所を設定

約
2
0
0ｍ

コース間標高値の
点検箇所
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いて求め、その平均値との標準偏差等を求めるものとする。 

④ 各調整用基準点における点検の結果、水平位置、標高の較差の平均値の絶対値が５センチメ

ートル以上又はＲＭＳ誤差が５センチメートル以上の場合は、原因を調査の上、再計算処理

又は再測等の是正処置を講じる。 

⑤ すべての調整用基準点での点検の結果、水平位置、標高の較差の平均値の絶対値が５センチ

メートル以上の場合で、標高調整用基準点の較差の傾向が作業地域全体で同じ場合は、地域

全体の三次元データの標高値を上下の一律シフトの平行移動により補正を行う。また、水平

調整用基準点の較差の傾向が、作業地域全体で同じ水平方向にシフトしている場合は、水平

方向に一律シフトの平行移動および回転により補正を行う。 

⑥ 上記⑤の補正を行った後、再び上記③の点検を実施し、結果を次に示す調整用基準点調査票

にとりまとめる。監督職員から提出の請求があった場合は速やかに提出するものとする。 

 

図 １-２４ 調整用基準点調査票の様式 

  

作業者

点検者

番号 点名 水準結果
三次元計測
ﾃﾞｰﾀの平均

水準との差
△Ｈ

番号 点名 水準結果
三次元計測
ﾃﾞｰﾀの平均

水準との差
△Ｈ

1 Ｇ１ 28.48 58.48 0.00 11

2 Ｇ２ 28.43 28.43 0.00 12

3 Ｇ３ 20.3 20.30 0.00 13

4 Ｇ４ 20.41 20.42 0.01 14

5 15

6 16

7 17

8 18

9 19

10 20

データ数 平均値（ｍ） 最大値（ｍ）
最大値
－最小値

4 0 0.01 0.01

調整用基準点調査表

地区名 ○○地区
○○ ○○

○○ ○○

計測範囲全域の
水準との差

最小値（ｍ）

0

　標準偏差：

0.01
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7）出来形計測の留意点 

ＵＡＶレーザーの計測では、計測対象範囲に作業員や仮設構造物、建設機械などが配置されて

いる場合は、地形面のデータが取得できない。このため、可能な限り出来形の地形面が露出して

いる状況での計測を行う。また、次のような条件では適正な計測が行えないので十分気をつける

こと。 

・雨や霧、雪などレーザーが乱反射してしまう様な気象 

・計測対象範囲とレーザー光の入射角が極端に低下する場合 

・強風などで土埃などが大量に舞っている場合 

・草や木などで地面が覆われている場所 

・ＵＡＶレーザー計測で利用するレーザークラスに応じた使用上の対策を講じるとともに、飛

行等を含む安全性に十分考慮すること。 
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１－４－４ ＵＡＶレーザーによる出来形計測箇所 

本管理要領に基づく出来形計測範囲は、「２－１－３ 出来形計測箇所」及び「２－２－３ 出

来形計測箇所」を参照されたい。 

【解説】 

詳細は、各節に記載の「出来形計測箇所」の記載を参照されたい。 
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第５節 出来形管理資料の作成 

１－５－１ 出来形管理資料の作成 

受注者は、３次元設計データと出来形評価用データを用いて、本管理要領で定める以下の出来

形管理資料を作成する。作成した出来形管理資料は監督職員に提出すること。 

1）出来形管理図表 

３次元設計データと出来形評価用データを用いて、設計面と出来形評価用データの各ポイ

ントとの離れ等の出来形管理基準上の管理項目の計算結果（標高較差の平均値等）と出来形

の良否の評価結果、及び設計面と出来形評価用データの各ポイントの離れを表した分布図を

整理した帳票、もしくは属性情報として出来形管理基準上の管理項目の計算結果を表示でき

る３次元モデルのビューアファイルを作成する。出来形確認箇所（平場、天端、法面（小段

含む））ごとに作成する。 

【解説】 

出来形管理資料とは、出来形管理基準の管理項目に対する測定結果をとりまとめたものであり、

作成例を図に示す。受注者は、出来形管理資料を「出来形帳票作成ソフトウェア」により作成す

ること。「出来形帳票作成ソフトウェア」は、本管理要領が対象とする工種について本管理要領で

定める帳票を自動作成、保存、印刷ができるものとする。 

1）出来形管理図表 

３次元設計面と出来形評価用データの各ポイントとの離れ（標高較差あるいは水平較差）によ

り出来形の良否判定を行う。出来形管理基準上の管理項目の計算結果（標高較差あるいは水平較

差の平均値及び最大較差等）と出来形の良否の評価結果、及び設計面と出来形評価用データの各

ポイントの離れを評価範囲の平面上にプロットした分布図を明示したものであること。 

出来形管理基準上の管理項目から出来形の良否を評価する情報として、 

・平均値（算出結果と規格値（当該部位の平均値に対する規格値）及び良否評価結果）：棄却点

を除く平均値 

・最大値（算出結果と規格値（当該部位の個々の計測値に対する規格値）及び良否評価結果）：

棄却点を除く最大 

・最小値（算出結果と規格値（当該部位の個々の計測値に対する規格値）及び良否評価結果）：

棄却点を除く最小 

・データ数（算出結果と規格値（計測密度下限値と評価面積から計算）及び良否評価結果）：棄

却点を含む全データ数 

・評価面積 

・棄却点数（規格値を外れたデータ個数と規格値（データ数の 0.3％以内）及び良否結果）：全

棄却点数 

を表形式で整理する。良否評価結果については、規格値を外れている場合は「異常値有」等の表

現にて明示する。また、出来形が不合格の場合については、不合格の内容が各項目で確認でき

る様、棄却点も含め表示すること。 

出来形確認箇所（平場、天端、法面（小段含む））ごとに作成する。分布図が具備すべき情報

としては、以下のとおりとする。 

・離れの計算結果の規格値に対する割合示すヒートマップとして－100％～＋100％の範囲で出
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来形評価用データのポイント毎に結果示す色をプロットするとともに，色の凡例を明示 

・±50％の前後、±80％の前後が区別出来るように別の色で明示 

・規格値の範囲外については、－100％～＋100％の範囲とは別の色で明示 

・発注者の求めに応じて規格値の 50％以内に収まっている計測点の個数、規格値の 80％以内

に収まっている計測点の個数について図中の任意の箇所に明示できることが望ましい。標高

較差は、各ポイントの標高値と、平面座標と同じ設計面上の設計標高値との差分として算出

し、水平較差は、当該ポイントを含み、かつ「法面や構造物の位置をコントロールする線形」

に直交する平面上で設計面の横断を見たとき、当該ポイントと同一標高値の横断上の点との

距離として算出する。ここで「法面や構造物の位置をコントロールする線形」とは、道路中

心、幅員中心、堤防法線、並びに法肩や法尻及び道路端部を結ぶ線形のことをいう。 

 

電子検査において、属性情報により本様式の表示内容を満足するビュワー付き３次元モデル・

規格値が正負いずれかしか設定されていない工種についても、正負を逆転した側にも規格値が存

在するものとして表示することが望ましい。ファイルによる納品に代えることもできる。いずれ

の場合も、従来の出来形管理図表（様式 31）の提出に代えることができる。 

 

図 １-２５ 出来形管理図表 作成の流れ 

 

図 １-２６ 出来形管理図表 作成例（合格の場合） 
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図 １-２７ 出来形管理図表 作成例（異常値有の場合） 

 

 

  

様式－31-2

ソフトウェア要求仕様書Ver.　　　対応

工　種 測点　No.1～No.3

種　別 合否判定結果 異常値有

規格値 判定

凡例：

法面
標高較差

平均値 -53mm ±80mm

最小値(差） -120mm ±140mm

データ数 1700
1点／m3以上

（1700点以上）

評価面積 1700m2

最大値(差） 32mm ±140mm

棄却点数 0
0.3％未満
（5点以下）

最大値(差） -18mm ±100mm

最小値(差） -122mm ±100mm 異常値有

データ数

1000m2

棄却点数 14

天端
標高較差

平均値 -71mm ±50mm 異常値有

1000
1点／m2以上

（1000点以上）

評価面積

0.3％未満
（3点以下）

異常値有

出来形合否判定総括表

道路土工

盛土

測定項目

測

点

天端天端天端天端

+100

+80

+50

+20

±0

-20

-50

-80

-100

天端の
ばらつき

法面の
ばらつき

規格値の±50%

以内のデータ数
120

規格値の±80%

以内のデータ数
1650

規格値の±50%

以内のデータ数
920

規格値の±80%

以内のデータ数
972
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１－５－２ 数量算出 

出来形計測と同位置において、施工前あるいは事前の地形データがＵＡＶレーザー等で計測

されており、契約条件として認められている場合は、ＵＡＶレーザーによる出来形計測結果を用

いて出来形数量の算出を行うことができる。 

【解説】 

受注者は、ＵＡＶレーザーによる計測点群データを基に平均断面法または、３次元ＣＡＤソフ

トウェア等を用いた方式により数量算出を行うことができる。 

数量計算方法については、監督職員と協議を行うこととし、３次元設計データや出来形計測デ

ータ等の面データから３次元ＣＡＤソフトウェア等を用いた方式による主な体積算出方法は以下

を標準とする。 

 

図 １-２８ 点高法による数量算出の条件と適用イメージ 

① 点高法 

現況地形や出来形測量結果等の（出来形計測データ、起工測量計測データ）からなる２つの

面に重ね合わせたメッシュ（等間隔）交点で標高を算出し、標高差にメッシュ間隔の面積を乗

じたものを総和したもの。メッシュ間隔は 50cm 以内とし、標高差の算出としては、以下の方法

が挙げられる。 

・四点平均法：メッシュ交点の四隅の標高差を平均する方法（下図のとおり） 

・１点法：メッシュ交点を中心とする辺長がメッシュ間隔の正方形を底面とし、当該メッ

シュ交点の標高差を乗じて算出する方法 

 

 

図 １-２９ 点高法による数量算出 

  

A h1

h2

h3

h4

V ＝ A ×
（ h1 + h2 + h3 + h4）

4
V ＝ A ×

（ h1 + h2 + h3 + h4）

4
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② ＴＩＮ分割等を用いた求積 

現況地形や出来形計測結果等（出来形計測データ、起工測量計測データ、岩線計測データ）

からそれぞれの面データとしてＴＩＮからなる面データを作成したうえで、ある一定の標高値

にてＤＬ面（標高基準面）を設定し、各ＴＩＮの水平面積と、ＴＩＮを構成する各点からＤＬ

面までの高低差を求めて三角形毎に平均し、その平均高低差と平面積を乗じた体積を総和した

ものである。 

 

 

図 １-３０ ＴＩＮ分割等を用いた求積による数量算出 

 

③ プリズモイダル法 

現況地形や出来形計測結果等（出来形計測データ、起工測量計測データ、岩線計測データ）

からそれぞれの面データとしてＴＩＮからなる面データを作成し、面データのポイントの位置

を互いの面データに投影し、各面データは本来の自身が持つポイントと相手のポイントを合わ

せたポイント位置により新たな三角網が形成され、この三角網の結節点の位置での標高差に基

づき複合した面データの標高を計算する。面データの各ＴＩＮを構成する点をそれぞれの面デ

ータに投影すると、各面データに同じ水平位置で標高の異なる点が作成される。その作成され

た点で再度面データを構築し、三角形水平面積と高低差を乗じた体積を総和したもの。 

 

図 １-３１ プリズモイダル法による数量算出 
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１－５－３ 電子成果品の作成規定 

本管理要領に基づいて作成する電子成果品は、以下のとおり。 

・３次元設計データ（LandXML 等のオリジナルデータ（ＴＩＮ）） 

・出来形管理資料（出来形管理図表（ＰＤＦ）または、ビュワー付き 3 次元データ） 

・ＵＡＶレーザーによる出来形評価用データ（CSV、LAS、LandXML 等のポイントファイル） 

・ＵＡＶレーザーによる出来形計測データ（LandXML 等のオリジナルデータ（ＴＩＮ）） 

・ＵＡＶレーザーによる計測点群データ（CSV、LAS、LandXML 等のポイントファイル） 

・工事基準点および調整用基準点データ（CSV、LandXML、SIMA 等のポイントファイル） 

電子成果品は、「工事完成図書の電子納品等要領」で定める「ICON」フォルダに格納する。 

格納するファイル名は、ＵＡＶレーザーを用いた出来形管理資料が特定できるように記入する。 

【解説】 

本管理要領の電子成果品の作成規定は、「工事完成図書の電子納品等要領」の規定の範囲内で定

めている。本管理要領で規定する以外の事項は、「工事完成図書の電子納品等要領」による。 

1）ファイル名の命名 

本管理要領に基づいて作成した電子成果品が特定できるようにするため、ＩＣＯＮフォルダ

に計測機器の名称を記したサブフォルダを作成し、格納するファイル名は、次表に示す内容を必

ず記入すること。サブフォルダの名称は、次表の計測機器に記載の名称を利用すること。 

欠測補間として他の計測機器で計測したデータを合成した場合は、主となる計測機器の名称

を用いる。 

 

表 １-１ ファイルの命名規則 

計測 
機器 

整理 
番号 

図面 
種類 

番号 
改訂 
履歴 

内容 記入例 

ULS 0 DR 
001
～ 

0～Z ・３次元設計データ（LandXML 等のオリジナルデータ（ＴＩＮ） ULS0DR001Z.拡張子 

ULS 0 CH 
001
～ 

－ 
・出来形管理資料（出来形管理図表（ＰＤＦ）または、ビュワー付き

3 次元データ） 
ULS0CH001.拡張子 

ULS 0 IN 
001

～ 
－ 

・ＵＡＶレーザーによる出来形評価用データ（CSV、LAS、LandXML 等

のポイントファイル） 
ULS0IN001.拡張子 

ULS 0 EG 
001

～ 
－ 

・ＵＡＶレーザーによる起工測量計測データ（LandXML 等のオリジナ

ルデータ（ＴＩＮ） 
ULS0EG001.拡張子 

ULS 0 AS 
001
～ 

－ 
・ＵＡＶレーザーによる出来形計測データ（LandXML 等のオリジナル

データ（ＴＩＮ） 
ULS0AS001.拡張子 

ULS 0 GR 
001
～ 

－ 
・ＵＡＶレーザーよる計測点群データ（CSV、LAS、LandXML 等のポイ

ントファイル） 
ULS0GR001.拡張子 

ULS 0 PO 
001
～ 

－ 
・工事基準点および調整用基準点データ（CSV、LandXML、
SIMA 等のポイントファイル） 

ULS0PO001.拡張子 
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2) データ形式 

計測点群データをテキストファイルで納品する場合は、別途定める「航空レーザー測量製品仕

様書応用スキーマ（平成２６年国土地理院）」と同様の記述順とし、「地理空間データ製品仕様書

作成マニュアル（平成２６年度国土地理院）」に沿って、データ内容及び構造、参照系を示した

文書（PDF）で付すこと。 

航空レーザー測量製品仕様書応用スキーマによると、データレコード構成の記述順は以下の

とおりとなる。 

ファイル構造：Idn，xn，yn，zn，An 

Idn：ID 番号（Id） 

xn：計測点座標値（x）・・・本管理要領では m 単位で mm まで記載 

yn：計測点座標値（y）・・・本管理要領では m 単位で mm まで記載 

zn：標高値（z） ・・・本管理要領では m 単位で mm まで記載 

An：地表面属性値（A）・・・ﾒｯｼｭﾃﾞｰﾀの場合のみ，格子間隔内にｸﾞﾗｳﾝﾄﾞﾃﾞｰﾀが存在する 

場合は 1，しない場合は 0 を記載 

 

3) データ内容及び構造、参照系を示した文書 

2)について 記述順を変える場合や、レコード構成を省略する場合は、地理空間データ製品仕

様書作成マニュアルに沿って作成された航空レーザー測量製品仕様書応用スキーマを参考に、

データレコード構成を説明する文書を PDF で作成すること。 

 

4)数量算出 

数量算出に利用した場合は、以下についても電子成果品として提出すること。 

・起工測量時の計測点群データ（CSV、LandXML、LAS ファイル等のポイントファイル） 

・起工測量計測データ（LandXML ファイル等のＴＩＮファイル） 
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第６節 管理基準及び規格値等 

１－６－１ 出来形管理基準及び規格値 

本管理要領に基づく出来形管理基準及び規格値は、「２－１－４ 出来形管理基準及び規格

値」及び「２－２－４ 出来形管理基準及び規格値」を参照されたい。 

【解説】 

詳細は、各節に記載の「出来形管理基準及び規格値」の記載を参照されたい。 
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１－６－２ 品質管理及び出来形管理写真基準 

本管理要領に関する工事写真の撮影は以下の要領で行う。 

1）写真管理項目（撮影項目、撮影頻度[時期]、提出頻度） 

工事写真の撮影管理項目は、「２－１－５ 品質管理及び出来形管理写真基準」又は「２－

２－５ 品質管理及び出来形管理写真基準」を参照されたい。出来形管理以外の施工状況及び

品質管理等に係わる工事写真の撮影管理項目については、「写真管理基準(案)」（国土交通省

各地方整備局）による。 

2）撮影方法 

撮影にあたっては、次の項目を記載した小黒板を文字が判読できるよう被写体とともに

写しこむものとする。 

① 工事名 

② 工種等 

③ 出来形計測範囲（始点側測点～終点側測点） 

【解説】 

工種に限定した記載事項については、各節に記載の「出来形管理写真基準」を参照されたい。

現行の「写真管理基準(案)」（国土交通省各地方整備局）では、工事写真の撮影方法として、被写

体として写しこむ小黒板に ①工事名、②工種等、③測点（位置）、④設計寸法、⑤実測寸法、⑥

略図の必要事項を記載することとしている。出来形管理写真では、設計寸法と実測寸法の対比を

行い、出来形の確認ができるよう撮影されている。 

ＵＡＶレーザーを用いた出来形管理の写真撮影方法は、①工事名、②工種等、③出来形計測範

囲（始点測点～終点測点・左右の範囲）を小黒板に記載し、設計寸法、実測寸法、略図は省略し

てもよい。 
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第２章 土工 

第１節 道路土工 

２－１－１ 適用の範囲 

道路土工のうち掘削工、路体盛土工、路床盛土工におけるＵＡＶレーザーによる出来形管理に

適用する。 

【解説】 

1）適用工種 

適用工種を現行の土木工事施工管理基準における分類で示すと、表２-1 のとおりである。 

 

表 ２-１ 適用工種区分 

編 章 節 工種 

共通編 土工 道路土工 

掘 削 工 

路体盛土工 

路床盛土工 

（土木工事施工管理基準の工種区分より） 
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２－１－２ ＵＡＶレーザーによる出来形計測 

本管理要領に基づく出来形計測方法は、「１－４－３ ＵＡＶレーザーによる出来形計測」を参

照されたい。また、1 回の計測距離については、事前に実施する精度確認の範囲内であること。 

計測範囲を複数回の計測により調整用基準点を用いて合成する場合は、標定点調整用基準点が

ＵＡＶレーザーによる出来形計測中に動かないように確実に固定すること。 

【解説】 

詳細は、「１－４－３ ＵＡＶレーザーによる出来形計測」の記載を参照されたい。 
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２－１－３ 出来形計測箇所 

ＵＡＶレーザーによる出来形管理における出来形計測箇所は、下図に示すとおりとし、法肩、

法尻から水平方向にそれぞれ±５ｃｍ以内に存在する計測点は評価から外しても良い。計測範囲

は、３次元設計データに記述されている管理断面の始点から終点とし、全ての範囲で 10cm メッ

シュに 1 点以上の出来形座標値を取得すること。 

３次元データによる出来形管理において、土工部の法肩、法尻や変化点又は現地地形等の摺り

合わせが必要な箇所など土木工事施工管理基準（出来形管理基準及び規格値）によらない場合は、

監督職員と協議のうえ、対象外とすることができる。 

 

図 ２-１ 出来形計測箇所 

【解説】 

上図に示すとおり、ＵＡＶレーザーによる出来形管理で計測する３次元座標は、平場面、天端

面、法面（小段含む）の全ての範囲で３次元座標値を取得し、出来形計測データを作成する。 

また、法面の小段部に、側溝工などの構造物が設置されるなど土工面が露出していない場合、

小段部の出来形管理は省略しても良い。このとき小段を夾んだ両側の法面は連続とみなしてもよ

いし、別の法面として評価しても良い。 

 

図 ２-２ 構造物が設置されている小段 

 

  

肩・尻が確実に取得できない（しない）場合

累積誤差の無い上限と
下限を設ける

あいまいな変化点を除
外し、要求される平面
部分で管理を行う

出来形計測の評価範
囲は、法肩、法尻など
の変化点から水平方
向にそれぞれ±5cm

以内を除外してもよい。

出来形計測箇所
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２－１－４ 出来形管理基準及び規格値 

出来形管理基準及び規格値は下表のとおりとし、測定値はすべて規格値を満足しなくてはなら

ない。 

表 ２-２ 出来形管理基準及び規格値 

注１：個々の計測値の規格値には計測精度として±５０ｍｍが含まれている。 

注２：計測は天端面（掘削の場合は平場面）と法面（小段を含む）の全面とし、全ての点で設計面との標高較差または、水
平較差を算出する。計測密度は１点／m2（平面投影面積当たり）以上とする。 

注３：法肩、法尻から水平方向に±５ｃｍ以内に存在する計測点は、標高較差の評価から除く。同様に、標高方向に±５ｃ

ｍ以内にある計測点は水平較差の評価から除く。 
注４：評価する範囲は、連続する一つの面とすることを基本とする。規格値が変わる場合は、評価区間を分割するか、ある

いは規格値の条件の最も厳しい値を採用する。 

工種 測定箇所 測定項目 

規格値(㎜) 

測定基準 測定箇所 

平均値 
個々の 

計測値 

掘削工 

平場 標高較差 ±50 ±150 

注１、注２、

注３、注４ 

 

法面(小段含む) 
水平または 

標高較差 
±70 ±160 

路体盛土

工 

路床盛土

工 

天端 標高較差 ±50 ±150 

注１、注２、

注３、注４ 

 

法面(小段含む) 標高較差 ±80 ±190 

【解説】 

1）測定箇所 

測定箇所は、現行の土木工事施工管理基準に定められた基準高、法長、幅とは異なり、平場面、

天端面、法面（小段含む）の全面の標高較差または、水平較差とする。掘削工の法面の場合、勾

配が１割より緩い場合は標高較差で管理するのが望ましい。 

法肩、法尻から水平方向にそれぞれ±５ｃｍ以内に存在する計測点は標高較差の評価から除

く。同様に鉛直方向に±５ｃｍ以内にある計測点は水平較差の評価から除く。 

また、法面の小段部に、側溝工などの構造物が設置されるなど土工面が露出していない場合、

小段部の出来形管理は、小段部に設置する工種の出来形管理基準及び規格値によることができ

る。 

2）測定値算出 

①標高較差の測定値を算出する方法 

標高較差は、３次元設計データの設計面と出来形評価用データの各ポイントとの鉛直方向の

離れを用い、平均値や個々の計測値の最大値、最小値を算出し、平場面、天端面、法面（小段

含む）の全面で規格値との比較・判定を行う。 
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②水平較差の測定値を算出する方法 

水平較差は、３次元設計データの設計面と出来形評価用データの各ポイントとの水平方向の

離れを用い、平均値や個々の計測値の最大値、最小値を算出し、法面（小段含む）の全面で規

格値との比較・判定を行う。 

3）測定値算出 

規格値は、本管理要領の「２－１－４ 出来形管理基準及び規格値」に記載されているものを

利用することとする。出来形管理基準及び規格値に示される「個々の計測値」は、すべての測定

値が規格値を満足しなくてはならない。本管理要領におけるすべての測定値が規格値を満足す

るとは、出来形評価用データのうち、９９．７％が「個々の計測値」の規格値を満たすものをい

う。 

また、一連の評価範囲において規格値が変わる場合は、評価区間を分割するか、あるいは、規

格値の条件の最も厳しい値を採用することとする。 

なお、上記「２－１－４出来形管理基準及び規格値」に示す基準を適用できない場合は、「土

木工事施工管理基準（案）」の「１‐２‐４‐２‐１掘削工」、「１‐２‐４‐３‐１路体盛土工、

１－２－４－４－１路床盛土工」に示される出来形管理基準及び規格値によることができる。 

4）測定値算出 

現行の土木工事施工管理基準の測定基準には「施工延長 40ｍにつき１箇所、延長 40ｍ以下の

ものは１施工箇所に２箇所」と定められているが、ＵＡＶレーザーを用いた出来形管理の場合、

平場面、天端面、法面（小段含む）全面で計測したデータがあることから、測定基準を「平場面、

天端面、法面（小段含む）の全面（１m2（平面投影面積）あたり１点以上）」とし、面的により

的確な出来形管理を行うものである。 
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２－１－５ 品質管理及び出来形管理写真基準 

本管理要領に関する工事写真の撮影は以下の要領で行う。 

1）写真管理項目（撮影項目、撮影頻度[時期]、提出頻度） 

工事写真の撮影管理項目は、下表のとおりとする。出来形管理以外の施工状況及び品質管理

等に係わる工事写真の撮影管理項目については、「写真管理基準(案)」（国土交通省各地方整備

局）による。 

2）撮影方法 

撮影にあたっては、「１－６－２ 品質管理及び出来形管理写真基準」を参照されたい。 

 

表 ２-３ 写真撮影箇所一覧表 

区分 写真管理項目 

撮影項目 撮影頻度 提出頻度 

施工状況 図面との不一致 図面と現地との

不一致の写真 

計測毎に１回 [発生
時] ※ 

代表箇所 

各１枚 

 

工種 
写真管理項目 

撮影項目 撮影頻度[時期] 提出頻度 

 

掘削工 土質等の判別 地質が変わる毎に１回[掘削中] 
代表箇所 

各１枚 
法長（法面） 計測毎に１回[掘削後]※ 

 

 

盛土工 

巻出し厚 200ｍに１回[まき出し時] 

代表箇所 

各１枚 

締固め状況 転圧機械又は地質が変わる毎に１回[締固め時] 

法長（法面） 
幅（天端） 

計測毎に１回[施工後] ※ 

 

※斜体太文字は、ＵＡＶレーザーによる出来形管理の適用で、「写真管理基準(案)」（国土交通省各

地方整備局）を適用しない部分 

【解説】 

参考として、図２-３に写真撮影例を示す。 

 

図 ２-３ 写真撮影例 
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第２節 河川・海岸・砂防土工 

２－２－１ 適用の範囲 

河川・海岸・砂防土工のうち掘削工、盛土工におけるＵＡＶレーザーによる出来形管理に適用

する。 

【解説】 

1）適用工種 

適用工種を現行の土木工事施工管理基準における分類で示すと、表２-４とおりである。 

 

 

表 ２-４ 適用工種区分 

編 章 節 工種 

共通編 土工 

河川・海

岸・砂防土

工 

掘 削 工 

盛 土 工 

            （土木工事施工管理基準の工種区分より） 
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２－２－２ ＵＡＶレーザーによる出来形計測 

本管理要領に基づく出来形計測方法は「１－４－３ ＵＡＶレーザーによる出来形計測」を参

照されたい。また、1 回の計測距離については、事前に実施する精度確認の範囲内であること。 

計測範囲を複数回の計測により調整用基準点を用いて合成する場合は、調整用基準点がＵＡＶ

レーザーによる出来形計測中に動かないように確実に固定すること。 

【解説】 

詳細は、「１－４－３ ＵＡＶレーザーによる出来形計測」の記載を参照されたい。 
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２－２－３ 出来形計測箇所 

ＵＡＶレーザーによる出来形管理における出来形計測箇所は、下図に示すとおりとし、法肩、

法尻から水平方向にそれぞれ±５ｃｍ以内に存在する計測点は評価から外しても良い。計測範囲

は、３次元設計データに記述されている管理断面の始点から終点とし、全ての範囲で 10cm メッ

シュに 1 点以上の出来形座標値を取得すること。 

３次元データによる出来形管理において、土工部の法肩、法尻や変化点又は現地地形等の摺り

合わせが必要な箇所など土木工事施工管理基準（出来形管理基準及び規格値）によらない場合は、

監督職員と協議のうえ、対象外とすることができる。 

 

図 ２-４ 出来形計測箇所 

【解説】 

上図に示すとおり、ＵＡＶレーザーによる出来形管理で計測する３次元座標は、平場面、天端面、

法面（小段含む）の全ての範囲で３次元座標値を取得し、出来形評価用データを作成する。 

また、法面の小段部に、側溝工などの構造物が設置されるなど土工面が露出していない場合、小

段部の出来形管理は省略しても良い。このとき小段を夾んだ両側の法面は連続とみなしてもよいし、

別の法面として評価しても良い。 

 

図 ２-５ 構造物が設置されている小段 

  

肩・尻が確実に取得できない（しない）場合

累積誤差の無い上限と
下限を設ける

あいまいな変化点を除
外し、要求される平面
部分で管理を行う

出来形計測の評価範
囲は、法肩、法尻など
の変化点から水平方
向にそれぞれ±5cm

以内を除外してもよい。

出来形計測箇所
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２－２－４ 出来形管理基準及び規格値 

出来形管理基準及び規格値は下表のとおりとし、測定値はすべて規格値を満足しなくてはなら

ない。 

表 ２-５ 出来形管理基準及び規格値 

注１：個々の計測値の規格値には計測精度として±５０ｍｍが含まれている。 

注２：計測は天端面（掘削の場合は平場面）と法面（小段を含む）の全面とし、全ての点で設計面との標高較差または、
水平較差を算出する。計測密度は１点／m2（平面投影面積当たり）以上とする。 

注３：法肩、法尻から水平方向に±５ｃｍ以内に存在する計測点は、標高較差の評価から除く。同様に、標高方向に±５

ｃｍ以内にある計測点は水平較差の評価から除く。 
注４：評価する範囲は、連続する一つの面とすることを基本とする。規格値が変わる場合は、評価区間を分割するか、あ

るいは規格値の条件の最も厳しい値を採用する。 

※ここでの勾配は、鉛直方向の長さ１に対する水平方向の長さＸをＸ割と表したもの。 

工種 測定箇所 測定項目 

規格値(㎜) 

測定基準 測定箇所 

平均値 
個々の 

計測値 

掘削工 

平場 標高較差 ±50 ±150 

注１、注２、注３、

注４ 

 

法面(小段含む) 
水平または 

標高較差 
±70 ±160 

盛土工 

天端 標高較差 -50 -150 

注１、注２、注３、

注４ 

 

法面 ４割＜勾配※ 

標高較差 

-50 -170 

法面 

(小段含む) 
４割≧勾配※ -60 -170 

【解説】 

1）測定箇所 

測定箇所は、現行の土木工事施工管理基準に定められた基準高、法長、幅とは異なり、平場面、

天端面、法面（小段含む）の全面の標高較差または、水平較差とする。掘削工の法面の場合、勾

配が１割より緩い場合は標高較差で管理するのが望ましい。 

法肩、法尻から水平方向にそれぞれ±５ｃｍ以内に存在する計測点は標高較差の評価から除

く。同様に鉛直方向に±５ｃｍ以内にある計測点は水平較差の評価から除く。 

また、法面の小段部に、側溝工などの構造物が設置されるなど土工面が露出していない場合、

小段部の出来形管理は、小段部に設置する工種の出来形管理基準及び規格値によることができ

る。 

 

2）測定値算出 

①標高較差の測定値を算出する方法 

標高較差は、３次元設計データの設計面と出来形評価用データの各ポイントとの鉛直方向の
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離れを用い、平均値や個々の計測値の最大値、最小値を算出し、平場面、天端面、法面（小段

含む）の全面で規格値との比較・判定を行う。 

 

②水平較差の測定値を算出する方法 

水平較差は、３次元設計データの設計面と出来形評価用データの各ポイントとの水平方向の

離れを用い、平均値や個々の計測値の最大値、最小値を算出し、法面（小段含む）の全面で規

格値との比較・判定を行う。 

 

3）規格値 

規格値は、本管理要領の「２－２－４ 出来形管理基準及び規格値」に記載されているもの

を利用することとする。出来形管理基準及び規格値に示される「個々の計測値」は、すべての

測定値が規格値を満足しなくてはならない。本管理要領におけるすべての測定値が規格値を満

足するとは、出来形評価用データのうち、９９．７％が「個々の計測値」の規格値を満たすも

のをいう。 

また、一連の評価範囲において規格値が変わる場合は、評価区間を分割するか、あるいは、

規格値の条件の最も厳しい値を採用することとする。 

なお、７－１出来形管理基準及び規格値に示す基準を適用できない場合は、「土木工事施工管

理基準（案）」の「１‐２‐３‐２‐１掘削工」、「１‐２‐３‐３‐１盛土工」に示される出来

形管理基準及び規格値によることができる。 

 

4）測定基準 

現行の土木工事施工管理基準の測定基準には「施工延長 40ｍにつき１箇所、延長 40ｍ以下の

ものは１施工箇所に２箇所」と定められているが、ＵＡＶレーザーを用いた出来形管理の場合、

平場面、天端面、法面（小段含む）全面で計測したデータがあることから、測定基準を「平場

面、天端面、法面（小段含む）の全面（１m2（平面投影面積）あたり１点以上）」とし、面的に

より的確な出来形管理を行うものである。 
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２－２－５ 品質管理及び出来形管理写真基準 

本管理要領に関する工事写真の撮影は以下の要領で行う。 

1）写真管理項目（撮影項目、撮影頻度[時期]、提出頻度） 

工事写真の撮影管理項目は、下表のとおりとする。出来形管理以外の施工状況及び品質管理

等に係わる工事写真の撮影管理項目については、「写真管理基準(案)」（国土交通省各地方整備

局）による。 

2）撮影方法 

撮影にあたっては、「１－６－２ 品質管理及び出来形管理写真基準」を参照されたい。 

 

表 ２-６ 写真撮影箇所一覧表 

区分 写真管理項目 

撮影項目 撮影頻度 提出頻度 

施工状況 図面との不一致 図面と現地との

不一致の写真 

計測毎に１回 [発生
時] ※ 

代表箇所 

各１枚 

 

工種 
写真管理項目 

撮影項目 撮影頻度[時期] 提出頻度 

 

掘削工 土質等の判別 地質が変わる毎に１回[掘削中] 
代表箇所 

各１枚 
法長（法面） 計測毎に１回[掘削後]※ 

 

 

盛土工 

巻出し厚 200ｍに１回[まき出し時] 

代表箇所 

各１枚 

締固め状況 転圧機械又は地質が変わる毎に１回[締固め時] 

法長（法面） 
幅（天端） 

計測毎に１回[施工後] ※ 

 

※斜体太文字は、ＵＡＶレーザーによる出来形管理の適用で、「写真管理基準(案)」（国土交通省各

地方整備局）を適用しない部分 

【解説】 

参考として、図２-６に写真撮影例を示す。 

 

図 ２-６ 写真撮影例 
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第２編 参考資料 

第１章 参考文献 

1）「土木工事共通仕様書」（国土交通省各地方整備局） 

2）「土木工事施工管理基準及び規格値(案)」（国土交通省各地方整備局） 

3）「写真管理基準(案)」（国土交通省各地方整備局） 

4）「土木工事数量算出要領(案)」（国土交通省各地方整備局） 

5）「工事完成図書の電子納品等要領」（国土交通省） 

6）「国土交通省 公共測量作業規程」（国土交通省） 

7）「無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）」（国

土交通省） 
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第２章 ３次元設計データチェックシート 

第１節 道路土工 

 

 

平成   年   月   日 

                 工 事 名 ：              

                 受 注 者 名：              

                 作 成 者 ：           印  

 

 

 

３次元設計データチェックシート 

項目 対象 内容 
チェック 

結果 

 １）基準点及び 

  工事基準点 
全点 

・監督職員の指示した基準点を使用しているか？  

・工事基準点の名称は正しいか？  

・座標は正しいか？  

 ２）平面線形 全延長 

・起終点の座標は正しいか？  

・変化点（線形主要点）の座標は正しいか？  

・曲線要素の種別・数値は正しいか？  

・各測点の座標は正しいか？  

 ３）縦断線形 全延長 

・線形起終点の測点、標高は正しいか？  

・縦断変化点の測点、標高は正しいか？  

・曲線要素は正しいか？  

 ４）出来形横断面 

   形状 
全延長 

・作成した出来形横断面形状の測点、数は適切か？  

・基準高、幅、法長は正しいか？  

５）３次元設計 

データ 
全延長 

・入力した２）～４）の幾何形状と出力する３次元設計デー

タは同一となっているか？ 
 

 

※ 1 各チェック項目について、チェック結果欄に“○”と記すこと。 

※ 2 受注者が監督職員に様式－１を提出した後、監督職員から様式－１を確認するための資料

の請求があった場合は、受注者は以下の資料等を速やかに提示するものとする。 

・工事基準点リスト（チェック入り） 

・線形計算書（チェック入り） 

・平面図（チェック入り） 

・縦断図（チェック入り） 

・横断図（チェック入り） 

・3 次元ビュー（ソフトウェアによる表示あるいは印刷物） 

※ 添付資料については、上記以外にわかりやすいものがある場合は、これに替えることが

できる。 

  

 

（様式－１） 
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第２節 河川土工 

 

平成   年   月   日 

                 工 事 名 ：              

                 受 注 者 名：              

                 作 成 者 ：           印  

 

３次元設計データチェックシート 

項目 対象 内容 
チェック 

結果 

１）基準点及び 

工事基準点 
全点 

・監督職員の指示した基準点を使用しているか？  

・工事基準点の名称は正しいか？  

・座標は正しいか？  

 ２）平面線形 全延長 

・起終点の座標は正しいか？  

・変化点（線形主要点）の座標は正しいか？  

・曲線要素の種別・数値は正しいか？  

・各測点の座標は正しいか？  

 ３）縦断線形 全延長 

・線形起終点の測点、標高は正しいか？  

・縦断変化点の測点、標高は正しいか？  

・曲線要素は正しいか？  

 ４）出来形横断面 

形状 
全延長 

・作成した出来形横断面形状の測点、数は適切か？  

・基準高、幅、法長は正しいか？  

５）３次元設計 

データ 
全延長 

・入力した２）～４）の幾何形状と出力する３次元設計デー

タは同一となっているか？ 
 

※ 1 各チェック項目について、チェック結果欄に“○”と記すこと。 

※ 2 受注者が監督職員に様式－１を提出した後、監督職員から様式－１を確認するための資料の

請求があった場合は、受注者は以下の資料等を速やかに提示するものとする。 

・工事基準点リスト（チェック入り） 

  ・法線の中心点座標リスト 

・平面図（チェック入り） 

・縦断図（チェック入り） 

・横断図（チェック入り） 

・3 次元ビュー（ソフトウェアによる表示あるいは印刷物） 

※ 添付資料については、上記以外にわかりやすいものがある場合は、これに替えることがで

きる。 

  

（様式－１） 
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第３章 ３次元設計データの照査結果資料の一例 

第１節 道路土工 

・工事基準点リスト（チェック入り） 
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・線形計算書（チェック入り）（例） 

 

・平面図（チェック入り）（例） 
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・縦断図（チェック入り）（例） 

 

 

・横断図（チェック入り）（例） 
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・横断図（重ね合わせ機能の利用）（例） 

 

 

・３次元ビュー（ソフトウェアによる表示あるいは印刷物）（例） 
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第２節 河川土工 

・工事基準点リスト（チェック入り） 

 

 

  



 

72 

・平面図（チェック入り）（例） 

 

※法線の中心点座標リスト部分を拡大 

（チェック入り）（例） 
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・縦断図（チェック入り）（例） 

 

 

・横断図（チェック入り）（例） 
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・横断図（重ね合わせ機能の利用）（例） 

 

 

・３次元ビュー（ソフトウェアによる表示あるいは印刷物）（例） 

 

 

３次元設計データ ３次元設計データと発注図面の重ね合わせ 
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第４章 ＵＡＶレーザーの精度確認試験実施手順書および試験結果報告書 

現場におけるＵＡＶレーザーの測定精度を確認するために、現場に設置した水平調整用基準

点、標高調整用基準点を使用し、精度確認試験を行う。 

【測定精度】 

水平座標較差 ±20mm 以内（起工測量に利用する場合は±40mm 以内） 

標高較差   ±20mm 以内（起工測量に利用する場合は±40mm 以内）【高さ方向の測定精度】 

【解説】 

受注者は、利用する機器の特徴を十分に把握した上で、ＵＡＶレーザーで計測を行う最大距離

付近およびそれ以上離れた位置に水平調整用基準点、標高調整用基準点をおおむね 10ｍ間隔で設

置し、ＵＡＶレーザーによる計測結果から得られる水平調整用基準点、標高調整用基準点の水平

較差、標高較差を計測する。これらの調整用基準点の設置断面数は１断面とする。 

受注者は、水平較差、標高較差が±20mm 以内であることを確認する。 
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ＵＡＶレーザーの精度確認試験実施手順書（案） 

 

１．実施時期 

利用前の精度確認は、現場の計測と同時にすることも可能であるが、利用前にその精度確認試

験を行うことが望ましい。現時点においては、ＵＡＶレーザー本体に関する定期点検の必要性な

どが規定されていないため、暫定案として利用前６ヶ月以内に精度確認試験を実施することと

する。ただし、メンテナンス等によりＩＭＵとＬＳを分離した場合は、組立後に精度確認試験を

実施することとする。 

 

２．実施方法 

①現場での実施方法 

飛行コースと直交する横断方向に水平調整用基準点、標高調整用基準点をおおむね１０ｍ間

隔で設置し、ＵＡＶレーザーによる計測結果から得られる既知点の水平較差、標高較差を計測す

る。 

 

図 ４-１ ＵＡＶレーザーと調整用基準点の設置 

 

ここで、水平用基準点を用いる代わりに、計測範囲内にある建物壁面などを用いてもよい。こ

の場合、水平座標精度は、壁面等に対して x 軸、y 軸が直交するようにＵＡＶの姿勢を変えて、

X 軸、Y 軸それぞれについて計測・評価を行う。また、水平用基準点を用いる場合と同様に、壁

面とＵＡＶの離隔がおおむね 10ｍ毎になるようＵＡＶを飛行させ計測する。 

 

10ｍ 10ｍ 10ｍ 10ｍ

IMU、レーザ測距計の性能から

予測精度を算出し、飛行計画を
立案する

水平調整用基準点が明瞭に確
認できるよう計測点密度を設定
する
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図 ４-２ 水平調整用基準点の代わりに壁面等を用いる場合 

 

②事前の実施方法 

上記と同様の手法を用いて、事前に精度確認を行うことも可能である。この場合、利用する現

場条件を特定できないことから、計測機器の仕様に応じて、計測予定距離以上の距離に既知点を

設置し、その精度を確認する。 

 

３．調整用基準点の検測 

設置した調整用基準点の位置を測量する。測量手法は、水平位置については補助基準点測量※

または、ネットワーク型ＲＴＫ－ＧＮＳＳによる単点観測法※に準じて行い、標高については４

級水準測量に準じて行う。ここで、ＵＡＶレーザーの計測で使用する基準点や基準局（地上固定

局等）と調整用基準点の検測を行う際に使用する基準点や基準局が整合するよう留意すること。

例えば、ＵＡＶレーザーにＲＴＫ－ＧＮＳＳを用い、調整用基準点の検測にネットワークＲＴＫ

を用いる場合は座標が整合しているが、ＵＡＶレーザーにＲＴＫ－ＧＮＳＳを用い、調整用基準

点の検測に現場のローカルな座標系をもった基準杭を用いる場合は座標が整合していないため

不適切である。 

※補助基準点測量は、公共測量作業規程の準則「第 445 条」参照。単点観測法については、公共測量作業規程の準則

「第 59 条」参照。 

  

10ｍ

水平座標較差の評価は、水平
調整用基準点の代わりに、建物
壁面などを用いて評価してもよ
い。

10ｍ 10ｍ

Ｚ軸

Ｙ軸

Ｚ軸

Ｘ軸
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４．評価基準 

ＵＡＶレーザーによる計測結果を前掲３の計測結果と比較し、その差が適正であることを確

認する。 

表 ４-１ 精度確認試験での精度確認基準 

比較方法 用途と精度確認基準 備考 

水平座標較差 出来形計測：10mm 以内 
起工測量：40mm 以内 
出来高計測：60mm 以内 

要求精度を満足する、レーザー距
離計の最大計測角を確認し、これ
を有効計測角とする。 

標高較差 出来形計測：20mm 以内 
起工測量：40mm 以内 
出来高計測：60mm 以内 

 

５．実施結果の記録 

精度確認の実施結果を記録・提出する。 
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精度確認試験結果報告書 

 

計測実施日：平成 21 年 2 月 18 日 

機器の所有者・試験者あるいは精度管理担当者：（株）ＵＡＶレーザー測量 

精度 太郎 印 

 

  

精度確認の対象機器 

メーカー   ：  ㈱ＡＢＣ社  

測定装置名称： ＴＯＫＩ   

測定装置の製造番号： NNK0001   

写真 

 

 

 

 

 

検証機器（調整用基準点を計測する測定機器） 

□ＴＳ  ：３級ＴＳ以上 

      □ＳＳ製 ○○（２級） 

写真 

測定記録 

測定期日：平成２９年２月１８日 

測定条件：天候 晴れ 

     気温 ８℃ 

測定場所：（株）ＵＡＶレーザー測量 

 社内 資材ヤードにて 

写真 

 

精度確認方法 

■水平調整用基準点との座標較差 ■標高調整用基準点との標高較差 

標識：三角コーン     標識：水平タ―ゲット板 

 

 

標高調整用基準点

水平に設置地表から突出した標識

水平調整用基準点

（様式－２） 
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・精度確認試験結果（詳細） 

 

① 調整用基準点による確認 

計測方法：TS による座標値計測 

飛行対地高度：３０ｍ 

 

 

② 差の確認（測定精度） 

ＵＡＶレーザーの計測結果による計測点座標 － 調整用基準点座標：計測角 

飛行対地高度 ３０ｍ 

有効計測角 ６０度 以内 ；合格（基準値 30mm 以内） 

点名 Ｘ座標 Ｙ座標 標高 点間距離 計測角 較差 点名 Ｘ座標 Ｙ座標 標高 点間距離 計測角 較差

Ｈ01 48439.010 -39208.030 18.468 61.5 64.0 0.031 Ｖ01 48439.168 -39212.883 18.423 62.2 64.2 -0.013

Ｈ02 48439.327 -39217.745 18.425 51.8 59.9 0.014 Ｖ02 48439.470 -39222.120 18.424 52.9 60.5 0.012

Ｈ03 48439.613 -39226.517 18.432 43.0 55.1 0.000 Ｖ03 48439.760 -39231.017 18.431 44.0 55.7 0.008

Ｈ04 48439.932 -39236.291 18.436 33.2 47.9 0.020 Ｖ04 48440.101 -39241.477 18.438 33.6 48.2 -0.003

Ｈ05 48440.284 -39247.068 18.445 22.4 36.8 0.010 Ｖ05 48440.461 -39252.499 18.454 22.5 36.9 0.019

Ｈ06 48440.642 -39258.046 18.466 11.5 20.9 0.013 Ｖ06 48440.827 -39263.713 18.459 11.3 20.7 0.010

Ｈ07 48441.016 -39269.496 18.455 0.0 0.0 0.017 Ｖ07 48441.196 -39275.016 18.446 0.0 0.0 0.006

Ｈ08 48441.385 -39280.804 18.431 -11.3 -20.7 0.010 Ｖ08 48441.573 -39286.573 18.431 -11.6 -21.1 0.001

Ｈ09 48441.754 -39292.109 18.435 -22.6 -37.0 0.010 Ｖ09 48441.945 -39297.961 18.427 -23.0 -37.4 0.008

Ｈ10 48442.140 -39303.955 18.411 -34.5 -49.0 0.019 Ｖ10 48442.326 -39309.638 18.378 -34.6 -49.1 -0.003

Ｈ11 48442.513 -39315.386 18.360 -45.9 -56.8 0.013 Ｖ11 48442.698 -39321.039 18.356 -46.0 -56.9 -0.006

Ｈ12 48442.892 -39326.975 18.403 -57.5 -62.5 0.009 Ｖ12 48443.077 -39332.642 18.561 -57.7 -62.5 -0.002

Ｈ13 48443.270 -39338.582 18.837 -69.1 -66.5 0.029 Ｖ13 48443.456 -39344.264 19.121 -69.3 -66.6 -0.046

水平調整用基準点 標高調整用基準点

-0.060

-0.050

-0.040

-0.030

-0.020

-0.010

0.000

0.010

0.020

0.030

0.040

-80.0 -60.0 -40.0 -20.0 0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

計測角（度）

事前確認結果

飛行対地高度３０ｍ
水平調整用基準点較差

標高調整用基準点較差

有効計測角

較差（ｍ）


